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ドイツの人事評価 
― 労使協定等の分析を通じて ―
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はじめに
　本稿はドイツにおける人事評価を定めた事業所協定等の協定例を分析し，
それを通じて人事評価の特色を明らかにするものである。ドイツでは民間お
よび公務部門とも仕事ぶりの評価手続きの策定には従業員代表ないし公務員
代表の同意（共同決定）が必要であり，通常それは協定にされる。したがっ
て協定を通じて，制度・取扱を知ることができる。本稿ではブライジッヒ（オ
ルデンブルク大学教授，経営労務論）による協定分析を主たる手がかりとす
る（1）。
　ドイツでは人事評価の役割は，日本に比べてさほど高くない。日本では人
事評価（人事考課）は賞与，昇給および昇進に利用されるが，ドイツでは一
部の産業分野・企業で賃金支払いに利用されるだけである。うち，金属・電
機産業および公務部門・労働者に関しては労働協約で賃金の一部を人事評価
にもとづいて業績給として支給する旨の定めがある。そこでは協約にもとづ
く業績給支給を具体化するために事業所・勤務所レベルで協定が定められ
る。ただし，金属・電機産業では協約が詳しい定めをおくために，事業所・
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⑴　公務部門における協定例を紹介したものとして，藤内2015・88頁以下参照。
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企業レベルの協定はさほど詳しくない。それに対し，公務部門では協約が簡
単な定めをおくにとどまっているために，勤務所（官庁）レベルで詳しい定
めが必要であり，かつ，勤務所によって扱いに違いが大きい。また，銀行業
では主に能力開発（人材育成）のために人事評価が実施されている。
　以下，ブライジッヒの調査分析にしたがい，２つの柱にもとづいて紹介する。
Ⅰ　人事評価方法（Breisig 2009）
１　序
⑴　調査概要　　これはブライジッヒが入手した156の事業所協定，勤務所協
定等の分析を通じて業績評価の特徴を明らかにしたものである。産業別では
サービス業，とくに銀行が多い。各協定につけられている事業所番号はブラ
イジッヒによる整理番号である。
表１　規定のタイプ（S. 131）
規定のタイプ 該当数
事業所協定 88
勤務所協定 32
中央事業所協定 23
コンツェルン事業所協定 2
コンツェルン枠組み事業所協定 2
枠組み事業所協定 2
枠組み勤務所協定 1
規制合意（Regelungsabrede）（2） 3
議事録 1
（事業所協定の）補充協定 1
事業所協定集 1
　　　合計 156
六二六
⑵　これは使用者と従業員代表の合意であるが，事業所協定と異なり規範的効力をともな
わないものである。藤内2009・87頁。
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表２　人事評価の方法別該当数（S. 132）
評価方法 該当数
目標協定，目標基準（Zielvorgaben） 29
業績評価 48
組み合せ型（目標協定＋業績評価） 16
業績による差額のない利益割増 43
特定グループに対する歩合給・割増規定 20
　　　　　　　合計 156
表３　産業分野別分布（S. 133-134）
産業分野 該当数
＜製造業＞ 52
化学産業 15
電機機械製造 １
食品製造 ２
自動車製造 ３
ゴム・プラスチック製造 ３
木材業 １
情報技術 １
貨物修理・取引・給油 ３
機械製造 ３
測定・制御技術 １
金属生産・加工（-bearbeitung） 12
金属製品加工（Metallverarbeitung） ３
家具・装飾・器具・スポーツ用品・遊具製造 １
通信技術・娯楽電子機器・自動車電子機器 １
製紙 ２
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産業分野 該当数
＜民間サービス＞ 88
情報加工・ソフトウェア開発 ２
小売 ８
エネルギー供給 ５
研究開発 ４
飲食業 １
卸売り ４
不動産・住宅関係 ２
金融業（Kreditgewerbe） 29
リース会社 １
郵便業務 １
通信サービス ２
企業関連サービス 15
交通関係 ２
保険業 12
＜公務＞ 14
教育施設 １
保健・社会事業 ２
公務・行政 11
＜不明＞ ２
　　　　　　合計 156
⑵　出来高賃金率（Akkordlohn）は工業労働の構造的な変化により，次第に
その意義を低下させている（3）。他方で，事務・営業系職員と現業労働者の賃
⑶　ただし，Ehlscheid/Meine/Ohl, S.206によれば，金属産業・現業労働者の28％はまだ出
来高賃金率によっている。
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金支払方法の違いは縮小しつつある。（S. ９）
　金属・電機産業および公務部門などでは労働協約によって評価や業績によ
る賃金支払いが導入されてきている。金属産業では2003年に締結され，2008
年以後実施されている賃金枠組み協約（Entgeltrahmenabkommen=ERA）に
より業績による３種の支払が定められた（藤内2005・34-37頁）。事業所単位
で，または事業所内の労働者グループごとに，いずれのタイプを適用するか
を定める。（S. 14）
　公務部門では2007年以後，公務協約（Tarifvertrag für den öffentlichen 
Dienst=TVöD）18条により，最初は前年の月給の１％が，将来的には８％が
追加して業績に関連して配分されている。その形態は，１回限りの業績割増
または利益割増（Erfolgsprämie），毎月の業績手当などである。評価方法と
しては，目標協定（Zielvereinbarung=ZV　目標合意），業績評価，またはそ
れらの組み合わせである。
２　人事評価
２・１　評価方法のタイプ（S. 17）
　公務部門にみられる３つの評価方法を説明する。
イ　目標協定ないし目標基準（Zielvorgaben）
　業績指向的な支払として重要な地位を占める。目標協定では上司は労働者
またはチームと，個別に，またはグループとして達成すべき目標を合意する。
これは根底にアメリカ型の MBO 目標管理の構想をもつ。それはドイツでは
「目標による指導（Führung）」とよばれる。また，目標基準では上司が単独
で部下労働者に向けて目標規模を定め，拘束力ある指針（Richtschnur）とし
て指示する。それに対し，目標協定では労働者と上司の協力的なプロセスで
確定される。目標確定への個々人のこの関与によって MBO で動機付けの作
用が生じる。目標協定は実際には目標基準に近似しているといわれる。労働
者は自身で義務のように受け止め，目標基準という他人決定的な要素でも目
標達成への強い自己責任意識を引きおこすという。公務協約には目標協定に
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関する定めがあるが，実際には一部の勤務所でその亜種である目標基準が生
まれ，独自の呼称になっている。
　目標協定は通常，上司と労働者ないしグループの間の毎年の対話的な懇談
で決められる。そこで定められる目標は確定期間（ほとんどは１年）の適用
で，簡単な書式に記述される。同時に，目標－結果の比較により確定される
目標達成度の評価方法（たとえば５段階評価による：目標にほど遠い，達成
に近い，達成している，上回る，はるかに上回る）が定められる。
　目標協定では業績把握は目標到達度による。労働者は所定期間経過後，目
標との比較で評価される。目標達成度懇談（Zielerreichungsgespräch）で目
標達成状況が話し合われ達成度が確定される。その間に想定外の事態があっ
た場合には，目標が修正されることもある。最後に分析結果にもとづいて事
後措置（例，人材育成計画）が話し合われ，次期の目標が設定される。した
がって，達成度が次期目標の参考になる。目標協定につき，文献でも実務で
も，確定ないし合意されるべき目標のために多様な要求が記述される。留意
すべき点として，SMART ルールがある。すなわち，
Ｓ（schriftlich）：書面で正確に記述する，
Ｍ（messbar）：数字で評価可能なように，測定可能な，検証可能である
（nachvollziehbar）こと，
Ａ（anregend/anspruchsvoll）：求められるものが多い，すなわち挑戦的であ
ること，
Ｒ（realistisch）：現実的であり達成可能であること，
Ｔ（terminiert）：期限を明記すること。
ロ　業績評価（S. 19）
　これは業績評価として特徴付けられる，業績指向的な支払手続きである。
体系的業績評価（systematische Leistungsbewertung=SLB）とも呼ばれる。
ただし，公務では Leistungsbeurteilung（業績評価：業績能力を評価する）
ではなく，Leistungsbewertung（業績評価：業績実績を評価する）が問題と
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される。
　原則として業績評価手続は総合的（summarisch　概括的）または分析的で
ある。総合的な場合は，上司が当該期間につき，細かい指標によるのではな
く，全体的な印象（Gesamteindruck）により大ざっぱに評価（einschätzen）
する。それはまったく上司の自由に行われる場合もある。また，５段階にラ
ンキング評価してランク付けする場合もある。
　分析的評価は指標と等級付けによる。指標は，作業結果，作業量，仕事の
質，協力，独立性，配置の柔軟性，コスト意識などである。評価指標の数，
等級数は多様であり，評価の方法はさまざまである。利用状況は，総合的評
価よりも分析的評価のほうが多い。
　評価結果の通知と根拠付けが通常は懇談で行われる。そのさいに上司によ
る評価に対して本人が態度を表明し，たいていは自分の評価を人事記録に記
入することができる。多くの制度が苦情処理手続をもつ。
ハ　目標協定と業績評価の組み合わせ（S. 21）
　実際には両者を組み合わせて用いることがある。たとえば，同じ労働者に
対して両方を行い，労働者ごとの個人差をつける根拠を得る場合である。
　別の例では，労働者の作業課題に照らして可能であれば目標協定を使用す
ることがある。そうでなければ業績評価による。
ニ　歩合給および割増給規定（S. 21）
　歩合給（Provision）は典型的な顧客相手の分野でみられる。とくに商業，
銀行，保険およびほかのサービス業である。歩合等は販売や顧客サービスに
従事する労働者や技術者，外交員に払われる。
　それは売上高による。また，売上げ上昇，新規顧客開拓などに対してであ
る。
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ホ　業績評価あり・なしの年次利益割増給の取扱い
　ブライジッヒの調査した規定例では多くの事例で年次利益割増給
（Jahreserfolgsprämie）がみられた。これは企業単位で収益目標を達成した
場合に，労働者にその一部を還元するものである（藤内2012・61頁）。利益参
加ともいう。配分では多くの事例では個々人の業績は考慮されず，月給，勤
続年数，労働時間数などの基準によっている。ただし，業績により個人ごと
に異なる金額を支給する事例もある。
２・２　評価の目的（S. 22）
　規程の序文にこの取扱いの目的が定められている。
　銀行170「労働者は成果（Erfolg　利益）および業績にもとづいて追加的な
賃金を支給される。これは企業目的を達成するための推進力になり，業績の
ある労働者に対してチャンスを広げる。個々人の労務提供は刺激され，企業
的思考が促進され，合意された目標は誠意をもって追求され，企業の成果に
対する自分の行為の影響はより明確になる。」
　化学産業165「賃金制度の目的は，イ．検証可能で透明な業績評価により労
働者個々人の業績を異なった方法で認識する，
ロ．企業の経済的収益に労働者をパートナー的に参加させるため，
ハ．労働者を挑戦的な課題，行動・決定権限の拡大，対応する人材育成に動
機づけるため，それにより労働者が業績を上げる能力を促し，企業の経済的
利益を確実・安定させるため。」
　公務部門では，やや別の目的で行われる。公務393「業績給は，公務の効率
性を高め，公務を改善することに役立つものとする。同時に動機付け，自己
責任感および指導能力が強められる。」この勤務所協定の適用および運営にあ
たり評価規定が差別的に利用されることなく（Diskriminierungsfreiheit）透
明であることが確保される。業績要求および業績評価の実施では家庭と職業
の両立に配慮され，男女の平等取扱原則が考慮される。
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２・３　目標協定および目標基準
　目標による操作の機能方法は前述した。調査した協定類で29が目標協定に
該当し，変動的な支払の算定に使用されている。
　目標－結果対比（Soll/Ist-Vergleich）をともなう目標協定は，最も頻繁に
実施されている成果主義的な支払方法である。それは場合によっては業績手
当とリンクし，年次特別手当（Jahressonderzahlung）を業績にもとづいて支
払う方法である。目標協定は野心的で要求の多い手法である。それゆえに，
導入にあたり従業員代表側は慎重であり，詳しい規定が定められている。
イ　原　則
　最もポピュラーな規定例は下記の例である。車製造業269「当コンツェルン
事業所協定の署名者は，以下に合意する。『目標をともなう指導』という手法
（Instrument）は，コンツェルン全体につき上司および労働者全員に対し，
賃金とリンクしている（変動的な賃金 Vergütung）。それによって，合意さ
れた目標へ向かっての労働者の共同ないし個々人の努力は金銭で報われ，労
働者は達成された企業の収益に参加する。後述の制度は利益参加の検証可能
で透明な算定を保障する。」
　業績の違い，透明さおよび検証可能な報酬支給のような，業績および成果
を指向する取扱の例として，保険会社175「特に客観的に計測可能な業績およ
び成果では，労働者は成果手当（Erfolgszulage）を支給される。成果手当を
測る尺度は個別には関係者間で合意されている目標協定である。目標協定は
労働者グループとの間でも締結されうる」。
　目標協定は業績評価に比べて合理的な方法である。「客観的に測定可能であ
る」という概念は，この脈絡ではしばしば見かける。一連の協定は，目標協
定に代わって目標基準（Zielvorgabe）に言及する。食料品メーカー342「つ
ぎの制度が適用される。目標基準：すべての労働者は営業年度および各四半
期の初めに，事業所長を通じて目標値（Zielwerte）の通知をうける。」
　目標協定と目標基準の策定手続きは，両当事者の合意によるか，それとも
使用者・上司の単独決定か，対照的に異なる。このような形式的な違いにも
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かかわらず，実際にはその違いは相対的なものであるといわれる（例，銀行
分野）。すなわち，合意の場合でも，上司による目標引き上げの働きかけが強
く行われていて上司による決定に近く，逆に上司による決定でも労働者の意
向が反映されている。さもないと，労働者がその目標基準に自己責任感を感
じることはない。
　選ばれた資料は，規範的な根拠規定で違いを示す。すなわち，純粋に事業
所内の制度と並んで，一連の企業内（例，一般地域疾病保険＝AOK の労働
協約）または企業・官庁横断的な労働協約（例，公務協約または銀行の労働
協約）で，すでに開放条項の枠外でこれらの制度が予定されている。
ロ　配分指標（S. 34）
　目 標 協 定 お よ び 目 標 基 準 は，基 準 と し て は，① 目 標 配 分 指 標
（Verteilungskriterien）が原則として開放されているか，および②それぞれ
の必要性，および・または，それが関係者から希望される重点設定にもとづ
いて，部門，グループないしは職場に特有に設定されうる点で業績評価とは
区別される。通常，目標協定ないし目標設定（Zielsetzung）は労働者ごとに
異なる。まさしくこの違いにより，それは柔軟性および各人の要求にかかわ
り具体化できる点で他の方法に比べて利点がある。
　ブライジッヒが調査した資料では，柔軟性はまず大部分の組織で利用され
ている。ただし，制約をともなう場合がある。たとえば，銀行業170「個々の
労働者への配分は，可能なかぎり，測定可能な指標にもとづいて行われる。
測定が不能な場合には，いわゆる弱い指標（weiche Kriterien）が利用され
る。」
　別の箇所では，目標項目やカテゴリーが予定されていることによって制約
がある。たとえば，公務211では，以下のカテゴリーにより制限されている。
「１．特殊な業績課題の遂行，２．利用者に公平なサービス，３．資源投入
の経済性」
　ある民間企業では，つぎのような目標カテゴリーが予定されている。不動
六一八
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産・住宅関連会社（Grundstücks- und Wohnungswesen）320「１．営業計画，
２．上司とコンツェルンとの間の目標，３．組織単位の特殊性を考慮したさ
らなる目標」
ハ　プロセス要素（S. 37）
　目標協定で常に批判が寄せられる形成要素はプロセスである。目標指向的
な制度は，設計および実施にあたり要求の高いことで知られる。それは企業
に対してかなりの組織的な負担と世話の面倒を，関係者に対しては高度の自
制力と能力を求める。それゆえに事業所当事者の間でそのプロセスに関して
詳しく規定される。概観するかぎり，内容および詳しさにつき企業ごとの規
定の違いは大きい。そのうち，簡単で，かつ当事者に大幅に授権する規定例
として，小売業246「合意される目標は透明で，計測可能で，かつ，関係者で
検証可能でなければならない。それは書面にされる必要がある。」
　これとは対照的に，別の規定例では多様なプロセスが詳細に拘束力をとも
なって定められている。労働者によって事情や能力が異なることが無視され
ることのないよう，プロセスのそれぞれが分解して規定される。以下に特徴
的な規定を紹介する（S. 38）。ここでは研修や紛争解決手続きの事項は省く。
　第１段階：協定の当事者
　まず，協定の当事者が労働者側で個々の労働者か，チームないし部門かが
問題になる。これは作業の進め方などとかかわる。使用者側では直属の上司
である。
　企業向けサービス提供企業275「個々人の目標が目標協定の基本である。さ
らに組織単位で目標が協定で定められ得る。個々人の目標は少なくとも50％
以上を占める。個々人の目標に替えて，チームの目標を定めることも可能で
ある。」
　第２段階：目標協定懇談の準備
　労働者側からみて，準備は良好な結果にいたるための少なからぬ前提条件
である。いくつかの規定例は，労働者が上司から独立して懇談を準備できる
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ように労働者に時間的余裕を与えている。様式例やチェックリストの存在も
それを支える。
　懇談で労働者が上司に提案する具体的な目標提案を準備のなかで煮詰める
ことが重要である。その点で，目標の意義および実現可能性をより正確に認
識するために上級単位（機関）の目標を知らせることも有益である。以下の
例では情報提供義務を企業側に課している。金融業324「目標協定懇談の基礎
は銀行全体および各組織単位の目標である。この計画は目標協定プロセスに
先 立 ち 従 業 員 代 表 と 協 議 さ れ る。こ の 目 標 は そ の 後 に 従 業 員 懇 談
（Mitarbeiterbesprechung）で労働者に示され説明される。早くてもこの情
報提供の１週間後に個別の目標協定懇談が行われる。」ここでは個人目標が組
織目標とリンクすることが明記されている。協定例では珍しい。
　第３段階：懇談の実施
　懇談のアポイントメントを適時に設定する。さらに，重要な懇談内容，た
とえば下記の例では，目標の提示と実施のアイデアが両当事者間で確定され
る。その後にこれにつき懇談され協定が結ばれる。合意された目標は書面で
記録される。研究・開発企業206「目標協定懇談の最後に合意された結果が書
面で記録される。この協定と確定は議事録に明記される。対応する議事録は
人事記録の一部である。従業員代表は議事録の写しを渡される。ただし，労
働者本人がそれを望まない場合はこのかぎりではない。」
　第４段階：確定すべき目標に関する要求の規定（数，種類，内容など）
　確定すべき目標の数につき，実際には大まかな原則が定められている。そ
れによれば，労働者各人当たり３～５個である。３～６個とする例もある。
　目標につき「できるだけ具体的に，かつ詳細に定式化する」と定める例も
ある。研究・開発企業206「合意される目標は，明確で，わかりやすく，現実
的で，かつ，達成可能でなければならない。さらに目標の達成は労働者の努
力や働きかけにより結果が異なる必要がある。同時に，目標協定には，完全，
十分または欠けるという，それにより営業年度末に達成の程度が測定される，
目標達成のための指標が定義されねばならない。」
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　金融業324「合意される目標は，とくに労働協約上の等級で明示されている
労働者の作業課題に関わらなければならない。労働者の労働協約上の格付け
に対応するよりも包括的な目標が定められるような目標協定は許されない。」
　いくつかの規定は，「目標は協約上の労働時間内に実際に達成可能でなけれ
ばならない」と定める。
　第５段階：目標協定期間中の活動
　評価期間中に労働者を援助することも成果を挙げるうえで重要である。こ
の点については一部の規定が定めるにとどまる。特色ある規定は，「協定期間
中，上司と労働者の間で対話」を求め，上司に継続的に労働者との「相談，
援助および促進」を義務づけるものである。労働者は評価期間内にいつでも
目標達成状況を知ることができるようにする。少ない例であるが，「毎月，少
なくとも四半期ごとに達成状況につき情報を提供する」ことを義務づける規
定例がある。金融業324「労働者と上司は定期的に目標達成状況を把握でき
る。銀行は必要な情報を提供する。」
　単位期間内に労働者がおかれている条件が大きく変わることがある。その
場合に所期の目標を話し合いを通じて変更することも必要である。研究・開
発企業206「目標合意後の事情の変更により目標達成がもはや完全に・基本的
に不可能であることが明らかになった場合には，目標協定懇談により新たな
目標を取り決めることができる。従来の目標の達成は営業年の経過した期間
に応じて評価され，期間の長さに応じて按分して取り扱われる。」
　評価期間内に途中経過につき懇談が行われることがある。企業向けサービ
ス提供企業275「上司と労働者は１年以内に目標達成状況に関する懇談を行わ
なければならない。懇談は，目標，目標協定における意義，優先順位または
業績条件の必要な変更を行うことに役立てられる。」
　別の例では，目標変更・見直しの契機が明示されている。金融業324「以下
の場合は，目標修正の契機となりうる。
•作業方法および作業組織の重大な変更（例，技術の変更，再構築），
• 企業内の枠組み条件（Rahmenbedingungen）の重大な変更（例，追加的な
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課題の遂行に必要な同僚がいなくなる，生産物や条件の変更），
• 外部的な枠組み条件の重大な変更（例，利率展開，有価証券市場の変動，
競争条件の変更），
•目標協定にあたり労働者に関する情報不足により誤って設定された目標，
•銀行が目標達成に必要な合意された前提条件を提供できない。」
　第６段階：期間後に目標到達度を確定する
　協定の意味に照らし，上司と労働者ないしチームが評価期間後に達成度を
共同で測ることになる。保険業175「目標達成期間の終わりに，労働者との間
で目標達成度懇談が行われる。この懇談で合意した目標の達成度が合意のう
えで（einvernehmlich）確定される。見解が一致しない場合には，申請にも
とづき事業所内の目標達成度評価に関する委員会（Kommission）が手当額の
算定および支給のために決定する。」
　以上によれば，目標協定の成立時のみならず，達成度評価でも合意不成立
時に紛争解決の規定が制度の参加指向的な性格に影響を及ぼす。
ニ　支　払（S. 44）
　目標協定が賃金支払いにリンクしている場合（ただし，それは不可欠では
ない）には，プロセスの規定と並んで，金銭上の取扱いを透明で検証可能な
ように定めることになる。この点の定めは，企業によって大きく異なる。
　制度の全体的なタイプにより，変動する部分が月例給部分か，１度かぎり
の年間賃金に対するボーナス（Bonus 割増給）か（このほうが多い），異な
る。なかには四半期ごとに支払う事例もある。
　つぎの場合は，販売員に対してのみ適用されている。月例給である。小売
業246「すべての労働者は基本給に加えて，目標を100％達成した場合には，
定義された利益参加配分にあずかる。目標を上回るか下回るかにより，利益
配分は多かれ少なかれ利益への貢献に応じて支払われる。配分は達成した成
果に直線的に（比例的に）行われる。」
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　年間単位のボーナス払いでは，たいてい月給１カ月分か２カ月分を支払う
一種の目標賃金（Zieleinkommen）である。金融業259「ボーナスの基本額は労
働者では月給２カ月分であり，職業訓練生は訓練報酬（Ausbildungsvergütung）
１カ月分である。基準となるのは，年の最後の月に労働者に支払われた賃金
である。」
　目標達成度を金に置き換えるわかりやすい例を示す。ここでは上司にかな
りの評価裁量が与えられている。金融業259「•不十分な個人目標の達成では
ボーナス額は基礎単位のゼロから50％である。
•良好な個人目標達成では，ボーナス額は基礎単位の75～125％である。
•卓越する個人目標達成では，同125％以上であり，200％を上限とする。
　ボーナス額の確定はまず直属の上司の責任で行われる。それは労働者と上
司による従業員懇談の後に，宛われる予算を考慮のうえで行われる。」
　年単位に変動する賃金の支払時期は，通常３月または４月である。なかに
は９月の事例もある。公務211「目標協定の達成が確実とみられる場合には，
早期の分割払いが行われる。」
　変動的な賃金でも最低保障がありうる。また，いくつかの規定は配分額の
上限を定める。金融業330「ボーナス額は本人の業績度による。それは変動的
に設計され，50～150％とされる。業績度は目標協定に照らして算定される。
目標協定では通常年間目標が合意される。」
　上限につき，公務では以前の連邦職員協約（BAT）に代わって現在は公務
協約（TVöD）に定められるが，年間賃金の10％とされている。上限を定め
る目的は，業績の刺激に歯止めをかけることである。上限を200％と定めると
き，その上限を達成することは実際にはほぼありえない。
＜補論＞利益参加の実施状況：WSI 調査結果（4）
　使用者側は協約賃金を企業の利益状態に依存させることを主張し，それが
⑷　Reinhard Bispinck, Beazhlung nach Erfolg und Gewinn, WSI-Tarifhandbuch 2007
（Böcklerimpuls 7/2007, S.4-5）
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一定程度普及してきている。それは日本のボーナスのように企業収益を反映
した賃金払いである。その様子を WSI（経済社会科学研究所）従業員代表調
査（2005年）により紹介する。
　企業収益に左右される報酬がある事業所の比率は全体では36％のところ，
産業分野別にみると，金融・保険業67％，交通・通信業48％，投資財生産42
％，商業41％，素材加工業32％，その他のサービス業29％，消費財生産22％，
建設業20％である。事業所規模別に分類すると，労働者数20～49人の事業所
で19％，50～99人で40％，100～199人で32％，200～499人で46％，500～999
人で30％，1,000～1,999人で55％，2,000人以上で75％である。したがって，
一直線ではないが規模が大きいほど支給される比率は高まる。さらに利益参
加（Gewinn- bzw. Erfolgsbeteiligung）の内訳で，それが当該事業所の労働者
全員に支給されているか，それとも特定グループに支給されているかで分類
すると，年次特別手当（Jahressonderzahlungen）として支給されているのが
94％におよぶところ，45％は労働者全員に対してであり，49％は特定グルー
プに対してである。また，支給の根拠規定をみると，62％で書面合意により，
そのうち18％は協約により，71％は事業所協定により，42％は個別合意によ
っている（複数回答可）。
⒜　変動的な（variable）一括払い　　経済全体または特定産業分野の好調
さに応じて一時的な手当支給が合意されることがある。2007年には化学産業
で，協約賃金3.6％引き上げとともに13カ月間の期限付きで月給の0.7％が追加
支給されることが合意された。また金属・電機産業では2006年，３カ月間だ
け310ユーロ追加支給することが合意された（ただし，企業の経営状況により
その２倍支給または不支給を認める）。その後の追跡調査によれば，18％の事
業所で310ユーロとは異なる支払いが行われ，その内訳は，11％の事業所では
より多く，７％の事業所ではより少なく支給されていた。
⒝　変動的な年次特別手当　　クリスマス手当は，通常はたとえば「月給の
２カ月分」と定率で定められているが（藤内2005・59頁），協約で当該事業所
の経営状況に応じて一定の幅をもたせて支給することが認められることがあ
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る。2002年以来，化学産業では事業所レベルで任意の事業所協定により年次
特別手当の支給につき合意されている。たとえば西地域で，協約が定める，
月給の95％の年間手当に，その80～125％という幅をもって支給することを認
めている。ただし，協約基準から逸れる場合には，それは具体的な経営上の
指標にもとづく必要がある。
　このように基本給（賃金としては，ほかにクリスマス手当，休暇手当など
がある）に対する上乗せ支給は年１回が多いが，それが企業利益を還元する
利益参加で，一律支給（例，月給１カ月分）か，それとも個人業績によるか，
両方を組み合わせるかは，企業の制度設計により多様である。名称も，年次
特別手当，業績割増，ボーナスなど多様である。
２・４　業績評価（S. 47）
　これは目標協定の代替的な制度である。もっとも，両者を組み合わせて利
用することもある（後述）。調査した規定では48例が該当する（組み合わせ例
を含まない）。目標協定よりも多い。ここでは業績評価にもとづいて賃金が支
給されている。
イ　原則，制度的基礎
　評価はたいてい直属の上司による。そこで一定程度主観性が入ることは避
けがたい。それゆえにこの制度は「汚れっ子（Schmuddelkind）」とよばれ
る。共通認識として，
• 指標として，協力，非常時における行動など，ソフトな指標が重要になり
つつある。
•業績評価により労働者のグループも支払われうる。
　協定の一部では２段階，３段階の評価制度が活用される（化学）。
　また，協定によっては，労働者の一部（特別に抜きんでた業績に対して）
に対して申請にもとづいて割増が支給される（公務の官吏，研究開発企業）。
　さらに，金属・電機産業（ERA）や公務（TVöD）では労働協約が定めを
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おく。その場合，協約にもとづき事業所レベルで協定によりさらに具体化さ
れる。
　業績評価手続きの基礎的な考えは，一般に，要求（Anforderung　要件）
に関わる等級格付けとは別に，評価は個人的な業績に関わる要素に与えられ
るべきであるという認識である。つぎの例はそれを明示する。企業向けサー
ビス提供企業222「協約上の等級付けにより賃金の高さは専門的な要求に対応
する。個々人の業績の違いは業績評価により把握され，各人の基本賃金の０
～15％の業績手当に反映される。」
　労働者の一部の，特別に卓越した業績を挙げた者に対してのみ手当または
割増を支給する取扱いは，否応なく特別な扱いになる。保険・社会事業163
「その指標が，格付けで定められている連邦職員協約（BAT）の意味での格
付け指標を，肯定的な意味ではるかに卓越する業績を労働者が挙げる場合に
は，割増が支給されうる。
　労働者が労働契約上の職務と並んで，追加的な業績をもたらし，それが有
意義な場合（例，再構築措置の実施，実施可能な構想の提案）にも割増が支
給されうる。割増は一回かぎりの支給である。
　労働者，チームまたは品質改善サークル（Qualitätszirkel　QC サークル）
への割増支給は，この単位が総じて卓越した業績を挙げ協力し，かつ，証明
される経営上の収益をもたらし，または，病院の対内的対外的影響を改善し
た場合（例，作業工程および病院指針におけるチーム行動の最大値化により，
患者の個別的なニーズに肯定的な影響を及ぼす）に支給される。」
　上記の手続きは基本的に定期的な業績評価とは別に定められている。それ
はたいてい上司などによる申請にもとづき，通常は特別な分析的評価手続な
しに行われる。事業所協定・勤務所協定では，卓越した業績の例として挙げ
られているのは総合的（概括的）な評価である。上記の事例では透明性に欠
けるので，差別的な取扱いが生じやすい。
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ロ　予　算（S. 49）
　配分予算は多くの目標協定制度の場合と同様に，企業収益に左右される。
予算に関する詳しい定めは，２段階または３段階の業績評価制度にだけみら
れる。調査した制度の一部が引用する企業横断的な労働協約のいくつかは予
算問題に触れており，企業レベルで対応する定めを必要としない。たとえば
金属・電機産業の以前の労働協約は，協約地域により異なるが，時間給労働
者に対して業績手当は平均して年間賃金の13～16％に達しなければならない
旨を定める。
ハ　配分指標（S. 50）
　評価手続では評価指標およびランク付けの把握が中心的な問題である。そ
のさいに，規定の詳しさはさまざまであり，一方で詳しく協定で定める例が
あれば，他方で協定の付属文書または付属資料で定める例もある。後者の例
として，企業向けサービス提供企業159「勤務態度（Arbeitsverhalten）の指
標
• 作業計画，仕事の水準，作業テンポ・仕事量，忍耐力，継続性，判断力，
取り組む姿勢（Einsatzbereitschaft），専門知識，率先（Initiative），訓練
を受ける用意，独立性，
• 責任を引き受ける姿勢，信頼性，同僚および内外の顧客に対する態度：開
放性，サポートする用意，伝達する姿勢，期限遵守，協力，紛争時の振る
舞い（Konfliktverhalten），
• 指導的行動：作業指導，権限を委譲する姿勢，実行力，自制力，意欲を引
き出す能力（Motivationsfähigkeit），客観性，コミュニケーション能力」
　社会的行動面における業績指標も重要なことがある。公務172「報われるに
値する好業績の検証可能性および定量化（Quantifizierung）は，とくに質的
指標についてなされるものとする。たとえば，仕事の質，社会的能力，チー
ム力，保安に関する規定遵守，顧客および市民へのサービス，資格向上訓練
および継続訓練への取り組み姿勢。
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　以下の指標は労働者の好成績の評価に対する一般的な基準となる。特定の
労働者グループ（例，清掃担当）に対しては特別な修正を必要とする。：レ
ベルを確保した仕事の処理，チーム内における自立した調整，コスト意識を
もった仕事ぶり，新人の世話（Einarbeitung），専門教育を受講する自覚，市
民および顧客への親切さ。」
　手続きは，指標が固定されているか，それとも上記事例のように当事者（な
いし評価者である上司）が具体的な職務要件（Arbeitsplatzanforderung）の
尺度にもとづく指標リストのなかから選ぶかにより異なる。たいていの構想
では指標は固定しており，一部の事例ではメニューのなかから選ぶ。
　指標はたいてい，協定に添付されている資料で詳しく定められている。そ
のなかには添付パンフレットもある。化学メーカー165「評価手続きは６（指
導的役割を有する場合には７）の評価指標 ― それは例示により，より詳しく
説明されている ― からなる。指標は，その職務に応じたより詳しい定義によ
り補なわれる。評価指標は同列に扱われる。いずれの指標も14等級で評価さ
れる。等級は，「要求に達していない」から「要求を明瞭に上回る」まで分布
する。等級の中間は「要求に達している」とし，労働者に期待されている標
準的業績に対応する。
　業績評価は充足度70％から130％までとし，標準的業績を100％とする。そ
の中間で６％ごとの区切りは許される。70％を下回る充足度は想定しない。
評価の合計値はそれぞれの評価の合計から評価指標の数で割られて，６から
７の間になる。」
　指標制度の一部は，数値化された評価等級である。人材育成や能力開発の
ための評価手続きでは必ずしも等級づけは必要ではない。そこでは質的な，
口頭による評価でも足る。それに対し，賃金支給目的の評価では具体的な手
当額を確定するために等級付けが必要である。ただし，公務部門では業績給
支給のための財源の柔軟的運用により追加配分が可能なことがあり，絶対評
価で等級付けされている例がある（藤内2015・61頁）。
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ニ　評価手続（S. 52）
　指標に関する定めと同様に，評価手続に関する定めがある。それに関する
定めはたいていはわずかである。だが，なかには詳しい定めをもつ例もある。
たとえば従業員懇談に関してである。
　評価の単位期間は通常１年である。なかには半年ごとの事例もある（例，
特別支給目的）。それに対し，人材育成や能力開発の目的の場合には，１年間
にこだわる必要はなく，長期単位の事例がある。それでも最も長い例で４年
に１回である。
　評価者（Beurteilende, Beurteiler）は，定期的に全労働者に対して行われる
手続きでは直属の上司である。なかには上司以外の評価者を認める事例があ
る。企業向けサービス提供企業159「評価者が多数の労働者を評価しなければ
ならない場合には，例外的に部門・グループの長が評価を行うことができる。
それぞれの部門での評価手続きにつき，賃金委員会（Entgeltkommission）に
通知される。」
　ある企業では評価にあたり部門のさらなる上司の同意および承認が求めら
れている。金属部品加工業238「評価者は評価案を提出する。この原案は管轄
する長により同意され，その連署により正式の評価結果となる。」
　上司の同意だけでなく，同時に労働者の指導でも同様に管轄しているほか
の上司の同意も求められることがしばしばある。もっとも，個人の卓越した
業績に対して割増給（Prämie　一時金）が支給される場合の評価では別であ
るが。そのさいには支給のための委員会が決定している。福祉・保健業163
「割増額は平均を上回る業績の程度次第である。金額は決定委員会
（Entscheidungsgremium）が調査し決定する。さらに，できれば，支給額
が実際の賃金グループと次に上位にある賃金グループの間の差額になるよう
に留意する。両当事者は，割増支給対象候補者を指名する。それらの者が上
記の指標を満たす場合には割増が支給される。」
　従業員懇談に関する定めは多かれ少なかれ包括的である。代表的な規定例
を以下に示す。金融業199「上司（Führungskraft, Vorgesetzte）および労働
23
岡　法（65―３・４）
六〇六
1300
者（Beschäftigte, Mitarbeiter）は懇談の日程につき遅くとも１週間前までに
合意する。評価懇談は個室で行われ，約１時間を充てる。決して混乱が生じ
ないようにする。懇談は対話方式で行われる。各人の評価には上司と労働者
の十分な用意を必要とする。上司は能力開発票（Mitarbeiterentwicklungsbogen 
MEB）の観察指標（Beobachtungskriterien）にもとづいて評価する。職務上
求められる要求を労働者が充足しているかぎり，評価は評価等級で記述され
る。労働者は評価懇談の始まりに評価の平均点をともなう能力開発票の写し
を渡される。上司は労働者につけられた等級を具体的な事例にもとづいて説
明する。評価指標における等級の変更は，対話にもとづいて可能である。
　上司は，各評価分類の結果にもとづいて，重み付けおよび最低比率から生
じた目標到達度（Zielerreichungsstufe ZEST）を説明する。求められる資格
向上措置は書面で示される。懇談の終了には能力開発票に双方が署名し，そ
れにより懇談がその能力開発票を参照にして行われたことが記録に残され
る。」
　評価決定にいたる方法は，事例により違いがある。たいていの協定は上司
による一方的な評価を予定し，評価は労働者に開示されそれにつき懇談が行
われる。それに対し，一部の事例は労働者本人による自己評価を手続きに含
めている。木材加工業258「評価手続きは必ず３段階で行われ，客観的な評価
がなされる：労働者による自己評価（Selbsteinschätzung），上司による外部
評価（Fremdeinschätzung）。両者による懇談，そして確定的な評価。」
　上司は１年以内であっても労働者の業績低下・不足に気が付いたら，労働
者に修正のチャンスを与え，業績給の等級低下を避けるために懇談する旨の
定めが散見される。化学産業165「上司は，とくに明白な業績低下にあたり，
指導責任の範囲内で評価期間内であっても労働者に業績評価を伝えなければ
ならない。労働者は懇談の終了までに評価の閲覧を確認する。」
ホ　支　給（S. 56）
　目標協定の場合と同様に，業績評価でも支給は達成された合計点により算
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定される。それは月例払いの場合も年間一括払いの場合も同じである。評価
制度の場合，個々人の業績手当への予算の配分が複雑なことがしばしばある。
　金属製造・加工業303「業績手当を測定するための基礎は，業績等級（グル
ープ）への分類である。業績は，まず直近の算定量（Berechnungsgröße）に
分類される。業績と算定量の対応関係は，以下のとおりである。Ａ－８，Ｂ
－７，Ｃ－６，Ｄ－4.5，Ｅ－３である。
　業績給の合計総量は，業績評価の時点で重要な協約適用職員の賃金総計の
6.3％とする。それゆえに値6.3の算定手続きの範囲内で確定される。算定手続
きは以下のとおりである：２年間の評価手続（Beurteilungsrunde）の確定
後，協約賃金（協約グループ。場合によってはグループごとの業績手当を加
算される）の総計は評価される全労働者の評価年の12月時点ベースで調べら
れる。なお未決着の評価は，被評価者の従来の評価ならびに各評価等級の平
均的賃金を考慮して最終的に数値が出される。業績等級ごとの全労働者の賃
金総額は，それぞれの算定量に乗じられる。それぞれの業績等級の結果は加
算される。加算の結果は，評価される協約適用職員の賃金総額（協約賃金。
場合によりグループ手当が加算される）により除せられる（結果＝評価手続
（Beurteilungsrunde）の区切り）。確定される6.3の値は算定された評価過程
の区切りにより除せられ，修正係数（Korrekturfaktor）となる。修正係数を
それぞれの算定量に掛けることにより，各人の業績等級に関連して対応する
パーセントが算定される。業績等級への分類を考慮したうえで算出されたパ
ーセントを基礎に，個々人の業績手当が個々人の賃金から算出される。」
２・５　目標協定と業績評価の組み合わせ（S. 57 藤内2015・34頁）
　以上で扱われた２つのタイプを組み合わせている事例がある。そこにはさ
らに３つのタイプがある。
ａ．２つの制度を並行的に利用するタイプ，
ｂ．目標協定を基本とし，それを補充する形で，目標協定を合意できなかっ
た場合に業績評価を行うタイプ，
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ｃ．労働者のグループおよび部門により異なって適用されるタイプ。たとえ
ば，販売部門では目標協定により，それ以外の部門では業績評価による。
　著者のブライジッヒが分析した事例のうち，16がこれに該当し，うち５例
は公務協約にもとづく。特徴ある事例を紹介する。これは金融業で，２つの
労働者グループにより異なって適用するタイプである。
　金融業150「個々人の業績の評価は，販売業務を有する支店では目標協定に
より，事業部門（Betriebsbereich）では業績評価による。本部では業績評価
ならびに目標協定が用いられる。適切な定量化される目標を定めることがで
きる場合には，目標協定による。
　個々人の業績ボーナス（Leistungsbonus）の金額が業績評価によるかぎり，
「協約適用労働者に対する業績評価」の事業所協定の諸原則が適用される。」
　第２の事例は，公務における勤務所協定からなる，より長いもので，目標
協定と体系的業績評価からなる。そこでは明確な方針があり，目標協定が優
先される。すなわち，職務が SMART 要件を充足する目標を許容しない場合
に，業績評価が補充的に活用される。公務393「業績給（Leistungsentgelte）
は，事業部門（Betrieb）を含む行政部門全体で支給される。業績給支払いの
ために行われる業績の評価は，目標協定とその達成度の比較により，または
体系的業績評価により行われる。
　業績給は原則として目標協定または・および体系的業績評価にもとづいて
支給される。そのさいにできるだけ目標協定によるものとする。
　業績割増（Leistungsprämie）は，目標協定期間の末に通常は１度のみ支給
される。それは目標協定なしに体系的業績評価にもとづいても支給されうる。
その金額は目標達成度の違いによる。
　目標協定は上司と個別労働者または労働者グループ（チーム目標）の間の，
業績目標およびそれを支援する条件に関する任意の取り決めである。目標協
定締結は上司側からも労働者側からも提案できる。業績指向的な支払いにつ
ながる目標は，上司と労働者の間で任意に合意されなければならない。した
がって，チーム目標にあたっては全員が目標協定の締結に合意しなければな
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らない。合意していないチーム・メンバーはチーム目標協定を通じた業績給
制度には関係しない。
　公務協約18条３項２号にもとづく支払義務は，とくに１年を超えるプロジ
ェクトの場合には，例外的に，それにより次会計年度の業績給予算が対応し
て上昇するような，具体的な数値化された引当金がこの目標協定のために用
意されうるということが考慮される。目標協定が不可能な，または適合的で
ない場合には，体系的業績評価が考慮されうる。」
２・６　特別な労働者グループに対する歩合給ないし割増給（S. 59）
　歩合給（Provision）ないし割増給（Prämie）規定は，直接に顧客と接する
販売部門では，業績給および利益割増（Erfolgsbezug　成果給）とならんで
古典的な賃金形態である。歩合給は，たとえば，販売員，顧客相談員，顧客
サービスに従事する技術者，あらゆる分野の伝統的な外交員（Außendienst）
に支払われる。とくに外交員には，歩合給は動機付けとともに，操作する役
割も果たす。というのは，彼らは上司と直接に接することは稀だからである。
庶務部門（Sachbearbeitungsbereich）でも割増給が，作業を引き上げるため
に用意される。
　合計で23の事業所協定がこのグループを含む。それは以下のグループに適
用されている。
•販売部門，または販売員（10例）
•外交員（５例）
•庶務部門（３例）
•組み立て部門（１例）
•アフターサービス業務担当（１例）
•顧客サービス担当（１例）
イ　原　則
　歩合給は個人またはグループに対して支給される。それは最初の売上げか
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ら支給対象になることもあれば，一定量に達した後に初めて支給される場合
もある。
ロ　予　算
　歩合給ないし割増給のための特別な予算は必ずしも定められていない。な
ぜならば，これらは一定基準を超過達成した場合に支給されるものであり，
超過達成により企業が得る収益の一部をそれに回せば足りるからである。
ハ　配分指標
　これは制度のなかで重要な論点である。次はコールセンターの例である。
小売業245「15分以内に用件を終了させるという目標サービス度はどこの部署
でも評価される。評価基礎は＊＊である。
　電話を受けてからの平均的待機時間が評価される。」
　つぎは，庶務部門（Sachbearbeitungsbereich）における事例である。小売
249「労働者が勤務中に仕上げた経過はすべて記録され，四半期末に対応する
標準作業時間（Soll-Vorgabezeit）に照らして評価される。」
　つぎは，台所・設備相談業務の労働者に対する配分指標である。小売251
「割増給および歩合給支給は以下の指標にもとづいて行われる。
•売上げ歩合給（Umsatzprovision）の形での個々人の業績，
•チーム指標の達成ないし超過達成に対する歩合給の形でのチーム業績，
•合計年間売上げの超過達成の形での年間業績，に対して。」
ニ　プロセス要素（Prozesselemente）（S. 62）
　目標協定や業績評価の場合に比べて，ここでは簡単な手続きである。個々
人のデータを収集し，当てはめるだけである。小売249「割増給算定のために
四半期ごとの業績データを収集し記録する。四半期終了後10日以内にあらゆ
るデータが審査され，配分規定にしたがい確定される。」
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ホ　支払い
　歩合給および割増給は通常重要な関連する売上げ後に支給される。原動機
つき車両（Kfz）修理・販売・ガソリンスタンド352「満期：歩合給支払いの
満期が規定されていないかぎり，支払は算定後に翌月に支払われる。
　労働者が歩合給の支払前に退職するさいには，歩合給に対する請求権はな
くなる。目標プレミア（Zielprämien）は，退職時までに最終算定の形で按分
して支払われる。」
　いくつかの企業では前払いも行われている。リース会社151「基本給の毎月
の振替にあたり，変動的な賃金部分の前払いが行われる。」
２・７　年次利益割増の規定（S. 64）
　これは個々人ごとの業績にもとづく格差をともなわない。これは個々人，
チームおよび部門にかかわらず，企業収益を労働者に還元する制度（利益参
加）である。企業がそれを労働者側に約している。調査した事業所協定の43
例にある。
３　労働者の苦情申立（S. 98）
　これは従来から労働協約などで定められてきた。ただし，規定の意義につ
き，ブライジッヒによれば，さほど高く評価はできない。なぜならば，これ
をめぐり多くの争いがあるからである。
　評価をめぐり定めがないかぎり，使用者＝上司が評価権を有する。この評
価にかかわる紛争解決のために協約では労使対等構成委員会などが予定され
ている。
　これは事業所内における労使紛争解決制度の代表的な事例である。なぜな
らば，業績給支給は労働者にとって重要な関心事であり，大いに紛争が予想
され，それだけ慎重に重視して扱われているからである。苦情処理につき，
事業所組織法に定めがあるが（藤内2009・235頁），金属・電機産業や公務部
門のように協約で業績給が定められている場合には，さらに当該協約で苦情
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処理および紛争解決手続が定められている。
３・１　個人の苦情申立権
　苦情申立権に関する問題は個人レベルで問題となる。一般にこれは多くの
事業所協定で定められている。その場合に，目標協定，業績評価およびその
組み合わせでは，いくつかの例外がある。
　業績評価および目標協定の場合には内容的に，２つの異なる苦情申立タイ
プがある。第一は，より上位の上司との２回目の懇談の請求に主眼があり，
場合によっては従業員代表・公務員代表委員の同伴がある。金融業332「目標
協定または目標達成度評価をめぐり上司と労働者の間で見解の違いが生じる
場合には，より上位の上司が参加を求められる。労働者は公務員代表委員ま
たは平等取扱委員（Gleichstellungsbeauftragte）の同行を求めることができ
る。合意が成立しない場合には，上位の上司が公正な裁量にもとづき決定す
る。これにつき合同委員会に通知される。」
　このような最終決定権は，労働者に嘆願（Anrufung）や苦情申立の権利が
認められているような場合でも，上司側にある。企業向けサービス提供企業
306「労働者は従業員懇談の１週間以内に理由を添えて評価に対し書面で異議
を申し立てることができる。異議申立は上司に伝えられる。上司は異議申立
に対し１週間以内に意見を述べる。この意見は労働者および人事部
（Personalbereich）に伝えられる。合意が成立しない場合には，上司は遅滞
なく，彼，より上位の上司および労働者の３者間で懇談をする。労働者はこ
の懇談に信頼できる者に同行してもらうことができる。」
　いくつかの事例では人事部メンバーが第２回の懇談に参加を求められる。
このタイプの紛争規定を有する協定の一部は，さらに事業所組織法上の苦情
処理はこれとは関係ない旨を定める。
　このタイプでは紛争は所定の手続きに持ち込まれる。ここでも最終的な決
定権はより上位の上司が有する。
　それに対し第２のタイプがある。ここでは紛争は事業所当事者（使用者と
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従業員代表・公務員代表）または労使同数委員会のレベルに移される。
　金融業324「労働者と上司が目標の高さに関する協定で，または目標達成度
評価で合意に達しない場合には，以下の手続きが取られる。
第１段階：労働者の信頼できる人物（例，従業員代表委員）および使用者側
代理（つぎに上位の上司または別部門の上司）の招請。了解を得られれば，
両当事者の合同または別々の勧告（労働者側と使用者側の利益をともに考慮
することを明らかにした上で）。
第２段階：勧告を考慮したうえで上司と労働者という目標協定当事者間の合
意を追求，
第３段階：目標協定の内容に関する合意不成立の場合，より上位の機関に決
定権限が委譲される。仲裁委員会の決定が当事者間の合意に代替する。
　使用者代理２人および労働者代理２人の計４人からなる委員会，― 使用者
側では取締役会メンバーおよび上級管理職，労働者側では従業員代表委員会
議長および他の従業員代表委員が務める。」
　事業所レベル当事者間で紛争解決が目指される場合には，必ず関係する労
働者と事業所の双方の利益がともに考慮される。これは事業所組織法（76条
５項）に定められたルールの反映である。
３・２　情報提供（S. 102）
　苦情申立権と並んで，調査資料によれば，所定の手続きにもとづいて詳細
に情報提供され，閲覧する労働者の権利が定められている。金融業381「コミ
ュニケーションと情報提供：ボーナス制度の合理的で統一的な適用を確保す
るために，構想（制度設計）の是非につき適切な方法で意見交換される。労
働者と従業員代表は適切な方法でボーナス制度につき情報を提供される。上
司には適切な指示が与えられ，求めがあれば個人的にサポートすることが命
じられる。指示には，求めがあれば従業員代表委員および重度障害者委員
（Schwerbehindertenbeauftragte）も関与できる。」
　さらには，部下である労働者に手続きおよび規定を周知させることは上司
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の義務である旨が定められる。また，事業所協定ないし勤務所協定を閲覧す
る機会が労働者に与えられる旨を定めることがある。
　なかには，法律の定めにもとづき，労働者本人に関して保存されている個
人情報につき労働者に情報提供する旨を事業所協定が定めている。
３・３　不利益取扱の排除（S. 102）
　目標協定・目標管理を行う場合，その達成状況次第では，単に達成度が低
いというにとどまらず，そもそも労働契約上の義務を履行しているかにつき
疑問が呈され，不利益取扱，制裁の理由とされることも考えられる。そこで
そのような取扱い（警告，降格，解雇など）の理由とはされないことを事業
所協定で明記することがある。公務協約では，賃金の扱い以外には利用され
ないことが確認されている。金融業265「目標達成度に関する認識にもとづい
て，賃金支払い以外には，労働法上の制裁（例，警告，解雇）の理由とはさ
れない。」
　最後に，このような賃金制度の適用を受けるか否かを労働者の選択に任せ
る事例がある。そのほかの交通サービス204「業績指向制度への参加は任意で
ある。労働者はみな，業績にかかわる割増給支給に参加しないという選択権
を与えられる。ただし，決定にあたっては，給付参加（Leistungsbeteiligung）
への請求権はない。不参加決定は，新しい算定年の１月１日以前に書面で管
轄の人事課に通知されねばならない。」
３・４　合同の作業委員会等（S. 104）
　賃金制度はその運用方法とセットである。経験に照らして，賃金制度は要
求や紛争が多く，労働者にとってもリスクと一定の展開をともなう。しかも，
企業や業務がおかれた状況の変化に応じて絶えず変動していく。
　たとえ労働協約が企業横断的に制度枠組みを定めたとしても，その具体化
では企業・事業所ごとの違いはかならず生じる。そして，成果主義や業績指
向では個人ごとに運用される側面が強い。それゆえ，事業所レベルでも集団
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的な枠組みを定めて運用上の規制を及ぼす必要がある。そこで事業所協定で
は，たとえば公務協約の規定を受けて，委員会（Ausschüsse），作業チーム
（Arbeitskreise）などの機関が置かれ，たとえば個人レベルで合意される目
標が継続的に達成可能かどうかなどを監視する規制が及んでいる。それは労
働者が過度な目標を求められることから労働者を保護する役割を果たしてい
る。
　公 務 協 約 適 用 下 の 典 型 例 を 示 す。公 務 399「事 業 所 審 査 会
（Betriebskommission＝BK　事業所内委員会）は各２人，使用者側および公
務員代表から任命された委員から構成される。委員は使用者と労働関係があ
る者にかぎる。
　事業所審査会は公務員代表の参加権とかかわりなく，事業所内制度の展開，
遂行および恒常的な監視にかかわるあらゆる一般的規制を管轄する。業績給
に関し使用者から予定されている決定につき，事業所審査会は労働者からの
書面による根拠をともなう苦情を協議する。苦情の除斥期間（Ausschlussfrist）
は４週間である。業績給算定の権限を有する上司の意見表明を考慮したうえ
で，事業所審査会は，それを確定的に決定する権限を有する上級の協議会に
勧告を行う。決定は苦情申立者に理由を添えて書面で通知される。
　使用者と公務員代表は事業所審査会の運営規則を定める。運営規則には，
つぎの事項が定められる。会議は必要が生じるつど行うこと，議事進行（２
重の投票権を認めないこと），書面に記録されること，外部からの専門家等の
招聘，招聘期日。
　事業所審査会における決定は単純多数決による。賛否同数の場合，提案は
否決されたものとする。」
　公務部門の別の事例で市審査会（Städtische Kommission）の任務は，以下
のとおりである。公務284「
•全労働者グループに支給される業績給支給のための制度の設計，
•業績給のための支給指標の設計，
•統一的な支給基準の確保，
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• 制度の欠陥およびその適用にかかわる，書面による理由を添えた苦情の協
議，
•制度の監視，会計法上の規定遵守ないし対応する予算の確保を含む。」
　合同委員会の設置は公務協約適用下で最も多いが，民間企業にもある。化
学産業281「使用者側および従業員代表側から任命された各３人の代表から構
成される対等委員会は，評価手続き，方法，制度および適用される方法
（Instrument）から生じる問題を解明し，必要ならばさらに発展させるとい
う持続的な課題を担当する。さらに，この事案が企業内で解決できない場合
には，確定的な決定のために，当事者間で合意できなかった等級確定
（Zuordnung）は特別審査（Wertstufe）に回される。」
　内容的に特殊な事案は，特別な業績に対し不定期に個別に支給される手当
の提案にかかわる手続きである。調査した事案では，決定が使用者から一方
的に行われることは例外的である。ここでは対等構成委員会に任されている。
公務163「行政と公務員代表の間で対等に構成される審査会（各２人）がおか
れる。それは業績給の支給と金額を決定する。公務員代表の当審査会メンバ
ーはこれにつき全権を与えられる。手当の支給につき当審査会は毎年決定す
る。支給に対する請求権はない。」
３・５　紛争解決のための対等構成委員会（S. 107）
イ　苦情申立は個々人にとっては重大な関心事である。ここで従業員代表が
制度に参加し発言している。そのことは，事業所協定締結と並んで，その具
体的な運用にも関与し影響を及ぼすことを意味する。多くの事業所協定はそ
れに関する定めをおいている。ドイツでは労働条件は労使が対等な立場で決
定するという原則が貫かれている。
　そのさいに，専門委員会が設置されている場合には，それが業績給・手当
の運用に関与する。それがない事業所では従業員代表の出番である。ここで
も従業員代表が登場する前に，上位の上司，従業員代表委員を交えた「８つ
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の目による懇談（Acht-Augen-Gespräch）」が行われる。その後に労使対等構
成委員会に回される。
ロ　分析した資料によれば，多くの事業所協定は確定的な紛争解決機構を対
等原則にもとづいて構想している。その形態，人数規模，構成や名称は多様
である。名称例としては，対等委員会，仲裁委員会（Schiedsstelle），地域横
断的な賃金委員会（Überregionale Vergütungskommission）などがある。
ハ　委員会を分類すると，委員会の担当課題により，また，合意不成立時の
取扱いにより分かれる。管轄課題のほかの例として，化学165「委員会はあら
ゆる資料を閲覧し関係者から聴聞する権限を有する。委員会はとくに，重要
なことが十分に考慮されているかどうか，中央事業所協定の規定が順守され
ているか，評価懇談がこの協定の精神にもとづいて行われたかどうかを審査
する。」
　ある事業所協定では，取り扱う課題は制度適用に関わる諸問題に限定され
ている。エネルギー・サービス業318「審査会の課題は，適用問題にかかわ
る，書面による理由を添えられた苦情の協議である。」
　情報提供，協議および紛争解決機関をともなうある企業では，委員会は他
の課題も管轄している。その他の交通サービス業204「この機関は労働者にと
って情報提供および相談の立ち寄り場（Anlaufstelle）として役に立つ。解決
機関はさらに給付参加（Leistungsbeteiligung）の算定・確認にかかわる労働
者の苦情を取り扱う。」
ニ　さらに内容的に重要な点は，合意不成立時の取扱いである。ある労使対
等構成機関では否応なく，決定の手詰まり時の処理を扱う。それにつき，い
くつかのタイプがある。まず，「差し戻し（Rückdelegation）モデル」は，未
解明の事項は直接に事業所当事者に差し戻すことを予定する。金属部品加工
業366「対等構成審査会が決定を行わない場合には，使用者と従業員代表は異
議申立を扱わなければならない。使用者および従業員代表が結論に至らなか
った場合には，仲裁委員会（Einigungsstelle）が決定する。仲裁委員会の手
続きにつき，仲裁委員会に関する労働協約が適用される。」要するに，事業所
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組織法が定めるルールに戻る。
　仲裁委員会モデルでは決定権限は直接に事業所当事者に帰せられる。企業
向けサービス提供企業236「対等審査会で合意が成立しない場合には，事業所
組織法76条５項にもとづく仲裁委員会が設置される。その裁定は中央従業員
代表と取締役会の合意に代替する。」
　つぎに，「成り行き（Zufall）モデル」は，議長または他の人物に２票を与
え，偶然の結論に任せるやり方である。ビル設備171「多数決による決定がで
きない場合には，審査会メンバーのなかからくじ引きにより２票を与えられ
た委員が決定する。」
　さらに，「白い煙モデル」は，法王選挙（Papstwahl）にならい，いわゆる
「白い煙が上る」まで委員間で合意形成を求めるものである。金融業265「関
係者は争いがある問題につき一致して合意する。」
　そこへいくと，「上司モデル」はドイツでは違和感があり異国的である。化
学産業344「審議会が決定を導くことができなければ，当該部門の長
（Geschäftsführung）が確定的な決定を行う。」
４　その他（S. 117）
イ　総　論　　ブライジッヒが分析した事業所協定をみると，規定は多様で
あり，とくに詳しさの程度にはばらつきがある。それでも苦情処理手続き，
紛争解決手続き，労使合同委員会の設置などは多くの事業所協定で共通する。
以前に出来高給やプレミア給が適用されていた能率給（Leistungslohn）労働
者は，新しい賃金制度になった後は，以前の賃金規定が参考とされている。
　簡単な規定の場合には，重要な事項に関する定めを欠くことがある。だが，
労働協約による規定が適用されて，とくに裁量権を有し，恣意的に振る舞う
可能性のある上司の行動を規制するうえで有効に働いている。
　定めのなかで確実な歯止めは，手続きに関する監視である。
　総 合 的 な 評 価 に は 注 意 が 必 要 で あ る。と く に 指 標「実 行 力
（Durchsetzungsfähigkeit）」は性的に偏向して評価される危険性が高い指標
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である（Jochmann-Döll/Tondorf, S.110ff.）。
ロ　目標協定　　ここでは紛争解決手続きの定めが重要である。多くの事例
では労使対等構成委員会で解決されている。
５　要約的な評価（S. 119）
　以上の分析によれば，業績・利益指向の賃金に関する定めは包括的な例と
簡単な例の差が大きい。製造業ではかつて出来高給・プレミア給制度に関す
る労働協約・事業所協定に含まれていた古い規範が活用されている。
　目標協定はこれまでと異なるタイプである。そこでは業績標準および賃金
の定義に労働者は組み込まれている。業績評価を目標基準に照らして判断す
るという方法は目新しい。
　それらの規定はいずれも各事業所に特有であり，他事業所から借用できる
代物ではない。したがって，各事業所で詳しく規制するしかない。
　企業内の賃金規定は，協約の開放条項を活用している場合もある。また，
大部分は事業所当事者の合意にもとづいて共同決定権が及んでいる。それに
より労使対等構成委員会の手続きが規制するが，それでも目標協定は個別に
行われるので，規制には限度がある。したがって，集団的枠組み規制が重要
である。この点がドイツの労働条件規制方法の特色である。
Ⅱ　協定規定例（Breisig 2012）
１　序：事業所協定の現状（S .140）
　ブライジッヒは1993～2010年に締結・作成された人事評価に関する127の
協 定・文 書 を 分 析 し た。人 事 評 価 の 目 的 は 多 様 で あ り，人 材 育 成
（Personalentwicklung），協力の改善または賃金支払いにおける区別のため
である。
　協定のほとんどは標準的な定めであるが，なかには特殊な制度がある。そ
れは目的および評価の進め方で異なっており，たとえば，部下が匿名で上司
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を評価するなどの手続きを含む。ただし，本書の分析対象からは特殊な制度
は除外され，まずは標準的な規定例を分析する。
　表４「協定のタイプ」で，「指針」とは通常，労使合意のうえで使用者側が
定めるものである。また，「協力契約（Kooperationsvertrag）」とは，労働契
約とは別に個別の労使間で，作業協力につき誓約する合意である。
　表５で産業分野別にみると，今回は公務関係が多く，製造業は少ない。
　表６「協定締結年」をみると，2006年前後が多く，公務協約が2005年に締
結された直後が多いことがわかる。これは今回，公務部門の比重が高いこと
が影響している。
表４　協定のタイプ（S. 141）
規制の種類 一般的制度 特殊な制度
事業所協定 38 21
勤務所協定 18 2
中央事業所協定 12 2
コンツェルン事業所協定 1 5
指針 22 1
議事録 2
企業別労働協約 1
協力契約 1
ハンドブック 1
合計 96 31
表５　産業分野別構成（S. 141-142）
産業分野 一般的制度 特殊な制度
＜製造業＞ 20 8
建設業 1
化学産業 6 1
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産業分野 一般的制度 特殊な制度
電機産業 1
食品産業 1
石油・ガス産業 2
ゴム・プラスチック製造 1
石炭業 1
機械製造 5 2
金属製造・加工 2 3
製紙業 1
出版・印刷業 1
＜民間サービス業＞ 40 22
情報加工・ソフトウェア開発 4
エネルギー・サービス 2
小売業 3 2
飲食業 1
不動産・住宅業務（-wesen） 3 2
金融業 12 6
陸上運輸（Landverkehr） 2
郵便サービス 0 1
通信サービス 3 2
企業関連サービス 9 2
保険業 6 2
＜公務＞ 36 1
研究開発 1
保健・社会事業 2
公務・行政 34
　　　合計 96 31
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表６　協定締結年（S. 143）
締結年 一般的制度 特殊な制度
1993年およびその以前 9 4
1994 2 1
1995 4
1996 4 1
1997 3 3
1998 3
1999 3 1
2000 4
2001 2 5
2002 3 1
2003 7 2
2004 7 2
2005 6 2
2006 12 2
2007 2 3
2008 6 2
2009 1
2010 1
不明 17 2
　　　合計 96 31
２　評価の目的
イ　目的の多様性（S. 14）
　目的は多様である（Vgl. Breisig 2005, S. 53ff.）。
ａ　賃金政策，業績に応じた支給
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ｂ　人事計画，人員配置
ｃ　人事決定の根拠付け
ｄ　人事措置の再検討
ｅ　証拠として提供
ｆ　人材育成措置の計画，選考および実施
ｇ　人事指導および促進
　実際には曖昧であったり複数が混ざることがある。なぜならば，いずれの
目的でも指標は重なるし，動機付けの意味は常にあるからである。評価者と
被評価者の双方に異なる役割理解を求めている。　
　評価の目的が一つであることは稀であり，たいていは複数である。たとえ
ば，ある保険会社106（2008年締結）によれば，
「定期的な業績評価（Leistungsbeurteilung）は，以下の目的のために重要で
ある。
•目的に即したコミュニケーション，
•効率の向上，
•企業業務遂行の管理，
•労働者の業績能力の発揮および創造性の促進，
• 動機付け，弱点および能力の不足する点を本人が認識し，必要な措置を講
じて企業目的への個々人の寄与を促すため，
•業績に応じた（leistungsorientiert）賃金政策を行うため。」
　また，機械製造業15では，「業績評価の目的は，労働者の業績能力を怠りな
く体系的に把握し，人材育成，要員計画および業績に公平な（leistungsgerecht）
賃金の課題に活用することである。」
　この点で公務部門は，法的な根拠により利用目的に限定がある，特別な事
例である。すなわち，公務では適性，能力（Befähigung）および専門的業績
（力量）にもとづいてのみ採用されると定められる（基本法33条２項）が，
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それは採用のみならず，その後の経歴でも同じである。
　公務では，連邦および州の職階令（Laufbahnverordnung）ならびに評価・
昇進指針（Beurteilungs- und Beförderungsrichtlinien）にもとづき，定期的
に，また必要な機会に人事評価することにつき一般的な義務がある。とくに
官 吏 に つ い て は，適 性 お よ び 業 績 に 公 平 な 人 事 決 定 お よ び 配 置
（Stellenbesetzung）を確保するものとされている。
　多目的の事例として，「新たな評価制度により市管理局は，現代的で実務的
な要請に対応した，人事指導，人材育成および人員配置を支えるための手段
を導入し活用する。とくに評価は以下の目的に役立つ。
• 専門的な業績，能力および適性の異なった，かつ比較可能な像（Bild）を
与える。
•空席に適切な人材を配置するために，人事決定および選考決定に役立つ。
• 州官吏法にもとづく昇進決定の基礎となる。」（ノルトライン・ヴェストフ
ァーレン州）
　また，適性，能力および専門的業績を評価するために役立つ。「公務協約に
もとづく賃金決定で停止（Hemmung）または昇進のための決定的な基準で
ある。」
　さらに，金融業119では「上司と労働者の定期的な懇談により人材育成の可
能性が生まれる。」「それは労働者の潜在能力（Potentiale）ならびに将来の幹
部候補としての情報を提供する。」
ロ　目的の限定（S. 18）
　このように多目的に利用することにともなう問題はある。そこでこれをよ
り明確に定める事例がある。不動産・住宅会社45「評価の目的は，業績，行
動ならびにさらなる発展のために必要なことを労働者にフィードバックする
こと，めざされるべき昇進の手がかりを得ること，専門的指導的資格，行動，
社会的能力・チーム労働ならびに対外的な顧客指向に関する，できるだけ現
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実的な像を得ることである。」
　また，公務58「評価は使用者（Dienstherr　所属長）に，職務課題の遂行
にとって最善の人事選考を行う可能性を提供する。それは人材配置を定期的
に再検討し，困難で責任ある職務にふさわしい人材の名前を挙げることを可
能にする。」
　このような取扱いは，目的が過剰であるという問題点を克服する試みであ
る。
ハ　特定の目的を明示的に排除する
　目的をめぐるトラブル（Zielkonflikt）を避けるために，いくつかの事業所
協定は，とくに賃金決定に利用しないことを明記する。
　ガム・食品メーカー12「評価はもっぱらこの目的のために利用し，業績主
義的な賃金決定には用いない。」
　銀行業47「両当事者は，評価は賃金決定では重要な地位を占めないことを
合意する。」
３　制度設計（S. 19）
　評価は評価者の主観的評価が入ることを防ぎ得ない。したがって，最大限，
それが客観化されることが望まれる。これは長らく議論されてきたことであ
る。そのために説得的な手法が求められる。
３・１　評価の原則
イ　客観性というモデル
　評価者の主観を最大限除去すべきである。たとえ自然科学的意味での客観
性の確保はできないとしても。
　保険業60「この勤務所協定の課題は，労働者の評価につき最大限客観的お
よび統一的な手続きを実現することである。勤務所における評価は，担当し
ている職務との関連で労働者の業績（業績状態）および能力（Befähigung）
（業績の可能性）につき，できるだけ客観的，事実に即して（sachlich）かつ
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具体的な記述を得ることを目的とする。評価は事項外の考慮から免れ，偏見
から解放されて客観的に行われるときに初めてこの目的を果たすことができ
る。したがって，上司は評価制度における対応する定めにしたがってその役
割を良心的に，かつ責任をもって遂行しなければならない。」
　公務108「勤務所の評価は，官吏の適性，業績および能力につき，説得力あ
る，客観的な，かつ比較可能な像を得る目的のために行われる。」
　不動産・住宅会社43「評価制度は，客観的，比較可能，かつ透明でなけれ
ばならない。それによってのみ被評価者に受け容れられ，指導手段として役
に立つ。それゆえに，評価指標は明確であり，誰からも同じように解釈され
なければならない。しかしそれは，指標の個々の評価等級が言葉のうえで明
確に限定されている場合に可能である。― 上司は評価等級を異なってラン
クづける。そこで評価等級を業績および行動の記述と結びつけることが不可
欠である。この記述が指標と等級付けを一層明確にし，あらゆる関係者に対
して検証可能な（nachvollziehbar　跡付け可能な）議論を可能にする。」
　客観性という理念に対応すべく，評価指標と等級付けは明白，明確かつ比
較可能であることが頻繁に合意されている。さらに，しばしば，上司の責任
感，良心および偏見にとらわれないことが強調されている。
　「評価の確定にかかわる勤務評価の意義に関して，とくに高度の客観性が
求められる。同情および反感はいかなる役割も果たしてはならない。評価で
は厳格で中立的な良心が求められる。」（公務・行政５）
　「評価には職業にかかわる事実と観察のみが考慮される。」（金融業51）
　いくつかの場合には，明らかに誤った評価は管轄の部署に差し戻されてい
る。
ロ　対話的で事実に即した（sachorientiert）主観性の事例
　幾人かの論者から，客観性というモデルの問題性および危険性が詳しく論
じられている。すなわち，認知心理学は，業績や行動に関する客観的な現実
を描き出すことの困難さを教える。人の認識は，否応なく選択的で，多様な
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主観的モデルを通じて色づけされている。その限りでは客観的に評価するこ
とは基本的に見込めない。
　客観性を確保することが果たして可能かどうかにつき，冷めた見方もある。
そこで，「評価者の上司は被評価者である部下に対して，私は君をこうみてい
ると事実に即して（sachlich）告げることに努めることがベストだ」という意
見がある。それにより，実りあるコミュニケーション的な意見交換が始まる
ことが確保される。
　保険業80「評価行為は本人の経験や価値観に左右される主観的なことであ
る。この評価手続によって，評価の主観的な要素が縮小し，評価が統一的で
明瞭で，かつ検証可能な指標にもとづいて行われることが可能になる。」
　金融業119「被評価者に対する主観的な見方および価値評価は避けがたい。
それゆえに評価者には自省が求められるが，研修受講，同僚との意見交換，
被評価者との会話によっても意識的に克服されうる。評価期間全体につき注
意深く書面に作成された観察，ならびに被評価者へのフィードバックは，評
価結果を根拠付けて，最大限の客観化を促す。」
　フィードバックの対話的コミュニケーションとしての側面が強調されてい
る。不動産・住宅会社45「評価懇談（Beurteilungsgespräch）の目的は，動機
付け，改善の可能性を認識させることである。評価懇談は評価者と労働者の
対話である。評価票（Beurteilungsbogen）は被評価者の意見を含む，詳細な
会話のための材料を提供する。評価は肯定的なフィードバック（Rückmeldung）
も建設的な批判も含む。」
３・２　手続きの構成要素（S. 24）
　事業所内の評価手続きはたいてい包括的で詳細に定められている。規定と
事業所協定で定められている中核部分だけではない。さらに，評価票（表），
手引き，パンフレット，研修資料，関係者の準備のための補助用具，個々人
ごとの能力開発プランなどが含まれる。それらは事業所協定の資料（Anlage）
としてその一部になる。これら付属資料は多様である。それは事業所協定の
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一部であり，同時に付属資料である。
　ここで，付属資料は事業所協定の一部か否かという問題がある。その一部
であると解されれば，従業員代表の共同決定権が及ぶのに対し，そうではな
いと解されれば，基本的に使用者側が添えるものであり，その解釈は使用者
によることになり，場合によっては資料により事業所協定自体の解釈が左右
されることがありうる。そこで，事業所協定によっては，付属資料は事業所
協定の一部である，「この点については，添付の資料で詳しく記述される」と
明記されることがある。この点は日本における就業規則と付属資料の関係と
同じである。
３・３　ほかの人事制度との繋がり（S. 26）
　人事評価はほかの人事制度とリンクする。
イ　職務記述（Stellen-/Aufgabe-/Funktions-/Arbeitsplatzbeschreibung　職
務記述書）
　し ば し ば 職 務 記 述 と 密 接 に リ ン ク し て い る。金 融 業 51「職 務 記 述
（Arbeitsbeschreibung）は，労働者の評価に対する前提であり基礎である。」
これはドイツではジョブを明示して求人され，それに採用されるという採用
手続きとかかわる。
　不動産・住宅会社９「労働者の職務（Tätigkeit）はそれぞれの職務記述を
基礎とする。職務記述は評価の尺度である。」
　このような密接な関連は，評価指標は職務の課題ならびに要求（Anforderung　
要件）にかかわって初めて有意義に解されることによる。公務17「職務記述
ならびにほかのすべての入手できる書類等（例，日々の仕事上の接触，明文
化されているかもしれない（etwaig vorhanden）職務記述；職務で処理され
るべき課題への一般的な期待）から，労働者への要求および業績指標の評価
に対してそこから生じる結論が導かれる。」
　このような一体的な理解がある。情報加工・ソフトウェア開発企業56「評
価は書面による職務記述を前提とする。被評価者には職務記述書の写しが渡
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され説明される。」
ロ　要求プロフィル（Anforderungsprofile）
　別の構想では，特殊な作業課題が職務に関連した要求プロフィルに記述さ
れている。評価に先立ちまずプロフィルがある。公務76「最初の評価は，＊
＊までに行われる。その前に，職場の直接の上司から，評価される要求指標
にもとづく要求プロフィルが作成される。この要求プロフィルは労働者に懇
談で説明される。」
　つぎの抜粋には，要求プロフィルで何が理解されているかが示されている。
公務109「要求プロフィルの指標は人材育成構想（Personalentwicklung-
skonzeption）のコア能力（Kernkompetenz）および専門権能に対応する。そ
れは現在職務に就いている者のあるべき状態（Soll-Zustand），および現在ま
たは将来当該課題を遂行するために必要な知識，能力および資格を記述する。
要求指標は，つぎの要件（Voraussetzungen）を満たさなければならない。
１．要求はすべての関係者に明確でなければならない。
２．要求指標の充足は事実上確定できなければならない。」
ハ　目標協定
　多様な制度で多かれ少なかれ評価と目標協定の間に密接なリンクがある。
公 務 76「一 般 的 な 評 価 指 標 と 並 ん で，将 来 的 に は 結 果 指 向 的 に
（ergebnisorientiert）職務の要求指標と関連して量的質的および内容的な作
業要求の実現が評価されるものとする。それは直属の上司が部下と職務につ
き対応する目標基準（Zielvorgabe）を定義し協定することを前提とする。こ
の目標協定懇談は定期的に行われ，標準が書面で確定される。」この事例では
目標基準は労使合意され目標協定と同義で語られている。異例な取扱である。
　だが，ブライジッヒが調査した事例の一部では，目標協定は別の中心的な
標準的評価への付属物にとどまる場合がある。
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ニ　人材育成構想（S. 29）
　この目標設定にあたって，評価は事業所内の人材育成と深く結びついてい
る。
　公務44「評価制度とリンクした人材育成の制度には，とくにつぎのものが
含まれる。
― 職務評価（Dienstpostenbewertung），
― 協力的な指導スタイルに対する諸原則の展開，
― 労働者（Beschäftigten）の独立性および自己責任の強化，
― 職務における人物面での成長（Förderung），
― 同僚および上司との懇談，
― 必要に応じて，目標をめざした資格向上訓練（Fortbildung）および
専門教育などの職業訓練，
― 資格向上訓練，行政の専門教育センター（Ausbildungszentrum）お
よびほかの専門教育施設に通うことを含む，職業的なキャリア展開
（Karriereentwicklung）への編入。」
３・４　評価者：誰か（S. 30）
　直属の上司が行うのが基本である。その場合，配置転換などで上司が部下
を観察する期間が短い場合がある。そこで必要最短期間を半年または１年以
上在任していることと定めることがある。
３・５　評価期間：いつ（S. 42）
イ　定期評価　　分析した事業所協定では評価期間はさまざまである。企業
で最多は１年または２年ごとである。
　試用期間や職種で異なる場合がある。まず試用期間後である。金融業40「新
しい職務へ就いてから３年間は毎年であり，同様の職務に就いている場合に
は３年おきである。」
　公務では職階令（Laufbahnverordnung）のような法的根拠との関係で，３
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年ないし４年ごとである。
ロ　臨時の評価　　評価を行う機会は多様である。かなり頻繁に行われる。
金融業20「労働者はさらにつぎの場合に評価を行われる。― 別部門への配
置転換時，課題ないし職務の重大な変更時，上司の交代時，労働者の希望が
ある場合，人事部の要望がある場合，試用期間終了時，労働関係終了時。」最
後の機会は，証明書発行のためである。
３・６　評価対象：何が評価されるか（S. 45）
イ　いわゆる指標にもとづくランク付けの手続きには，1990年以後，批判が
高まっているが，なお頻繁に行われている。
　ここで各指標に照らしてランク付けがされる。公務105「評価の客観性およ
び比較可能性を最大限高めるために，評価票では資料にもとづいて評価指標
が使用される。」
　どのような評価指標を用いるかにルールはなく，関係当事者の交渉次第で
ある。したがって，その内容は多様である。つぎに２つの事例を紹介する。
機械製造15「評価指標　１　業績結果： ― 仕事のレベル（Arbeitsgüte）：
質的な有効性に照らした課題遂行，
― 担当業務の範囲：量的な有効性に照らした課題遂行，
２　業績行動，
３　業務遂行：経済的コスト意識のある行動による課題遂行，
４　協力：事業所内の協力を通じた課題遂行。」
　公務41「評価指標に関する業績および行動指標
１　職務における業績：仕事量，専門的力量，
２　能力：独立性，自分の作業の準備・手配（Organisation），
３　主導性，
４　創造力，
５　経済的な思考と行動，
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６　文書で表現する能力および書式にする能力，
７　分析的な思考と行動，
８　取り組む姿勢（Einsatzbereitschaft）と忍耐力（Belastbarkeit），
９　外 部 に 対 し て 行 政 を 説 明 し 広 報 す る こ と：サ ー ビ ス 指 向
（Dienstleistungsorientierung），議論および対話能力，
10　行政内部での協力：同僚との協力，上司との協力，
11　部下指導（部下を有する上司に限る）：目的指向的な指導，協力的な指
導，
12　動機付け能力（Motivationsfähigkeit），
13　専門分野における情報力と意思疎通，
14　管理，
15　権限や業務を割り振ること，
16　組織化と調整，
17　トラブル管理，
18　同僚へのサポート・支援。」
ロ　指標を整理・分類する基準として，つぎの分類がある。（Vgl.Breisig 2005, 
S. 67f）
１　業績ないし作業結果につき：仕事量，業績，目標達成度，仕事のレベル
（Arbeitsgüte），作業遂行，
２　資格につき：職業的な知見，専門知識，熟練度（Fertigkeiten），
３　作 業 行 動 に つ き：協 力，上 司 に 対 す る 行 動，取 り 組 む 姿 勢
（Einsatzbereitschaft），責任を引き受ける覚悟，知識の応用力，新しいこと
に対する適応力，自己啓発の姿勢，顧客に対する態度，
４　指 導 的 な 行 動（部 下 を 擁 す る 場 合）：指 導 力，部 下 へ の 目 線
（Mitarbeiterorientierung），仕事や権限を配分すること，動機付けること，
目標設定の適切さ，
５　人 物・人 柄（Persönlichkeit）に つ き：主 導 性，忍 耐 力，理 解 力
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（Auffassungsgabe），表現力，決断力，信頼，精神的なタフさ，
６　将来的な成長および担当分野拡大の可能性：さらなる配置の可能性，よ
り上位ポストへの適性，成長可能性，
ハ　分析した事業所協定には業績および行動にかかわる指標が多くみられ
た。とくに管理職向けでいえる。化学メーカー16「業績評価は職務にかかわ
る事業所内の業績に関連する。それは，人格的性格的指標は業績行動で考慮
されるとしても重要ではないことを意味する。評価される行動は労働者に責
任がある範囲に限られる，すなわち，本人から影響を受けない結果や過程は
業績評価（-bewertung）の対象とはならない。」
　公務104「評価は職務上の要求（Anforderung）を基礎に行われる。個々の
評価指標は従事している具体的な職務に応じて，求められるところにしたが
って定められる。」
　強い批判にさらされながらも，業績および行動指標と並んで，人柄指標が
なおも，とくに公務で用いられている。これはとくに法的根拠による。公務
58「評価はその者の一般的精神的素質（allgemeine geistige Veranlagung），
性格（Charakter），教育水準（Bildungsstand），作業業績および社会的行動
におよぶ。」
　人柄指標によることは評価の取扱いにあたり重大な問題を引きおこしう
る。これは曖昧な概念であり，説明を強く必要とする。信頼，主導性，また
は企業資源の取扱い（Umgang mit Betriebsmitteln），作業業績のような指標
でも同様であるが。
　比較可能な評価の原則（Grundsatz von vergleichbarer Beurteilung）を維
持しようとすれば，この曖昧さは手続き設計者を大きなディレンマに陥れる。
この原則からは誰が評価しても類似した評価結果が引き出されなければなら
ない。このような曖昧さを小さくしようとすれば，協定で指標を定義するこ
とも一案である。
　公務44「１　判断力（Urteilsfähigkeit）：ある問題の特定要素を認識し，そ
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れを考慮し，妥当な結論を引き出し，見つけた判断をそつなく状況に応じて
根拠づける能力，
２　理解力：新しい状況の基本的な内容を直ちに理解する能力，
３　精神的な柔軟性：特定の思考・行動習慣ないし課題分野にとらわれず，
異なる要求および条件に適応する能力，
４　忍耐力：時間的制約による負担，変化し，ときには困難な作業状況で生
じる苦労に耐えること，
５　アイデアの豊富さ（Einfallsreichtum）：仕事に自分のアイデアを持ち込
む，
６　経済的理解力：費用対効果の関係を理解する能力，
７　技術的理解力：技術的な関連を理解し代替的な技術的解決方法を見つけ
だす能力。」
ニ　人物性格的な指標をできるだけ客観化すべく，事業所協定のなかでその
判断基準を示している事例がある。ゴム・プラスチック・メーカー12「
１　専門知識：どれほどの範囲について，労働者は彼の課題の遂行に必要な
理論的実務的な専門知識をもっているか。
２　専門知識の活用能力，仕事のレベル：労働者は問題を認識しているか。
専門知識を彼の課題の計画・遂行にあたり活用できているか。効率的に仕事
するか。
３　理解力：労働者は新しい状況にどう対応しているか。どの程度新しさの
内容を理解し分析しているか。重要なこととそうでないことを区別している
か。
４　決定能力：労働者は当面している問題の意味を理解しているか。優先順
位は妥当か。提起された問題や異論にどう反応したか。」
　企業向けサービス提供企業89「４つの分野で評価される。すなわち，専門
性，遂行方法（Methode），社会性および経験である。それぞれの事項につ
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き，詳しくは付属資料に記述される。」
ホ　役職者向け ― そこには独自の評価事項がある。（略）
ヘ　その他の評価対象（課題，目標）（S. 53）
　前述の指標に照らした評価の方法に批判は強い。たとえば，新商品や新技
術の開発に取り組んでいる労働者にとって，同僚との協力や職場の秩序を維
持する必要性がどの程度あるか疑問である。
　このような批判を受けて，学説・実務で課題ないし目標に即した評価手続
きが増えてきている。（Vgl.Breisig 2005, S. 297ff.）石油・ガス生産７「部門
の目標にもとづいて評価期間の初めに労働者と上司の間で個人ごとの目標が
合意される。目標協定は，労働者が担当する業務の範囲内に及ぶ。評価はと
くに労働者個人およびチームの業績の向上にも寄与する。これは労働者が人
物的専門的に継続的に向上することを含む。」
ト　潜在的な可能性を評価すること（S. 54）
　調査したいくつかの協定には，これが含まれる。これははっきりと指標や
目標とは異なる発想にもとづく。これは評価が困難で，評価者によって結論
が異なるので，通常は導入するにしても上司によるのではなく，社内アセス
メントセンターなど独自の部署が管轄することが多い。通信サービス業25「総
合的評価で，確定された能力および資格にもとづいて，評価のさらなる利用
につき提案が行われる。」
　公務104「業績評価と並んで，将来的には，職務上の活用に関わって認識さ
れた能力・知識に関する確定が強く考慮される。これは将来的な配置につき
根拠づけられた考慮を可能にし，人材育成の前提をなす。」
　とくに公務分野ではこれを一般的な人事評価のなかに組み込んでいること
が多い。公務127「潜在的な可能性の評価では，職務範囲内で観察され労働者
のさらなる勤務および職業上の展開にとって有意義な能力が評価される。そ
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の指標は，忍耐力，労務提供の姿勢（Leistungsbereitschaft），動機付け，交
渉の巧みさ，柔軟性・精神面での柔軟さ，刷新的な行動，理解力・判断能力，
責任意識・責任を引き受ける覚悟，チーム能力，トラブルに気づき解決する
能力，戦略的に連携して思考・行動する能力，決断力，貫徹する能力。この
潜在的能力の総合的評価は，強い，平均，弱いに分類される。」ただし，この
事例で挙げられている指標は，「潜在的」というよりも，実際の能力の指標と
もいえる。
　これが公務で多いのは法的根拠があり，判例はそれを支持している。
３・７　評価方法：どのように評価するか（S. 56）
イ　評価実施のルール
　評価者にとって重要なことは，具体的な職務上の要求（Stellenanforderung
職務で求められること）に即して指標を解釈することである。金融業40「労
働者の業績および能力にとっての尺度は，あらゆる評価指標で職務上の要求
である。」
　評価では，各職務で求められることと労働者の現状が比較される（Soll-Ist-
Vergleich）。公務67「尺度の問題は，評価の中心点である。評価者は期待さ
れることと現状を比較する。期待は評価の尺度であり，現状は評価されるべ
き指標に対するものである。」
　標準的な職務要求も尺度となりうる。公務53「評価の尺度は，労働契約上
の義務の履行にとって不可欠な標準的な要求である。」
　いくつかの評価原則は「客観性」という，広く普及している模範をめざし
ている。公務５「労働者（被用者）の評価は評価期間内における評価者によ
る観察および確定にもとづく。自分の責任における公平な評価の前提は，作
業 方 法 の 観 察 お よ び 仕 事 の 結 果 の 審 査 に も と づ い て 労 働 者 の 能 力
（Befähigung）および業績の全体像を得るために，評価者が被評価者と頻繁
に接触をもつことである。」
　同様のことが記述されている。公務111「きめ細かく，説得力ある結果をと
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もなう職務上の評価は，業績原理（Leistungsprinzip）をめざした労働者への
適用および向上のための適切な根拠として役立つ。評価は，明瞭で理にかな
い，かつ，本人を傷つけない形でまとめられなければならない。行政内部の
業務上の配属にとって重要な本人の長所と短所が明らかにされるものとす
る。評価では，尺度を過度に引き上げることも，個人的な好感・反感による
影響も避けねばならない。好き嫌い評価のような不適切な評価は許されない。
そのような評価は秩序だった人材育成を不可能にし，行政および労働者自身
を損なう。」
　つぎの協定も明確である。企業向けサービス提供企業131「評価は被評価者
１人ごとに行われる。評価過程をできるだけ客観的に行うために，権限を有
する上司は部下を同じ評価指標にもとづいて評価する。」
ロ　等級付けの構想
　手続きでつぎに重要なのは，伝統的な等級（ランク）付け手続きでは等級
の付与である。指標ごとに行われる。調査した規定のほとんどである。この
モデルは学校の成績表（Schulnoten）である。情報加工・ソフトウェア企業
118「労働者の業績の評価（Einschätzung）は，評価指標ごとに５段階の等級
で行われる。この等級は総合得点で示され，利用される。したがって，数字
１はとてもよい評価，数字２は，よい評価，数字３は満足できる（befriedigend）
評価，数字４は十分な評価，数字５は欠点のある評価である。」
　この場合に等級が数字ではなくアルファベットで表記されることもある。
　また，等級が示す水準が言葉で表記されることがある。たとえば，協力と
いう指標につき，「顕著な能力がある」から「協力の姿勢がない」まである。
　ゴム・プラスチックメーカー12「10－９（要求をはるかに上回る）：労働者
は卓越した業績を示す。この評価等級は例外的である。
　８－７（要求を上回る）：労働者は非常に良好な業績を示す。はっきりと平
均を上回る。
　６－５（要求に完全に応えている）：労働者は当該職務を十分に満たしてい
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る。肯定的に評価される。
　４－３（期待に留保付きで（bedingt）応える）：労働者は見守られて初め
て役割を遂行する。さらなる訓練が必要である。
　２－１（要求に沿わない）：労働者にはこの職務は荷が重すぎ，不適切であ
る。この等級は例外的である。」
　等級への当てはめにあたり，相当する基準が特に詳細に記述されている場
合を示す。ここでは達成度が％で表示される。公務111「＜仕事のレベル＞
　120％：仕事は特別に良心的に信頼できるレベルで仕上げられている。仕事
をとても注意深く，ほとんどミスなく仕上げている。状況の個別的な事情を
考慮している。仕事を完全に仕上げているだけでなく，さらに特別な方法で
自分で考えてこなしている（mitdenken）。
　110％：中間
　100％：仕事は注意深く良心的に仕上げられている。状況の個別的事情は十
分に考慮されている。課題の仕上げにあたりミスは稀である。作業結果は特
に訂正なく活用できる。
　90％：中間
　80％：一部では，外観だけであり，集中をともなわずに作業されている。
状況の個別的事情がしばしば十分には考慮されていない。ルーティン的な課
題の仕上げでミスが頻繁である。作業には見守りが必要である。」
　評価指標として，基準が職務の要求（要件）に対応して定められている。
保険業18：等級定義
Ａ：要求は常に特別に上回って達成されている。
Ｂ：要求はたいてい上回って達成されている。
Ｃ：要求はしばしば上回って達成されている。
Ｄ：要求は完全に満たされている。
Ｅ：要求は大部分が満たされている。
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Ｆ：要求はほとんど満たされていない。
Ｇ：要求は満たされていない。
　類似した例として，公務127：評価は以下の６等級で行われる。
１：要求に対応しない（nicht entsprechen）。
２：要求に部分的にだけ対応する。
３：基本的に要求に対応する。
４：要求に完全に対応する。
５：要求を上回る。
６：要求を特別に上回る。
　労働契約上に記載されている労務には，評価値３－４が対応する。
　いくつかの事例では，特に低い評価にあたっては，それを根拠付ける理由
を文章で記述することになっている。保険業60「以下の場合には，指標での
記入と同時に，言葉で説明される：業績等級が当該指標につき妥当ではない
とき。」
ハ　そのほかの評価制度（S. 62）
　珍しい例として等級付けではなく，指標ごとに上司が文章で記述すること
がある。石油・ガス製造７「業績の特徴をあきらかにするために，業績評価
は文章で自由に記述される。指標は，労働者の主たる職務，特殊な目標，特
別な担当（Sonderaufgabe），協力等である。」
ニ　総合評価（S. 63）
　個々の評価指標ごとの評価を合計する総合評価により，労働者１人ひとり
をランクづけすることがよく行われる。これは適任者を１人に絞る採用や昇
進の人事決定，評価にもとづく賃金・手当の算定では便利である。
　通信サービス27「賃金に関わる評価の結果は，点数で表示される。総合的
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な合計点は人事決定の基礎として役に立ち，文章で根拠づけられる。」
　それに対し，人事評価の目的が人材育成やコミュニケーション促進である
場合には総合評価する意義が乏しい。しかし実際には，そのような使用目的
時でもそれが活用されている。
ホ　配分基準（S. 65）
　総合得点と関わって，被評価者グループのなかで評価者が下しうる評価の
比率が定められていることが多い。学術的な調査によれば，評価者は部下で
ある被評価者をとかく，よりよく評価する傾向があると報告されている。こ
の比率配分は客観性を高める意味で修正的機能をもつ。とくに官吏の職階令
（Laufbahnverordnung）で対応する定めがある。
　公務126「評価の比較可能性を改善するために，「とてもよい・よい」とい
う高い評価点の配分の基準値（Richtwert）が定められる。比較可能なグルー
プ内で，連邦職階令41条ａに対応して評価される労働者（Mitarbeiter）の比
率は「とてもよい」は15％，「よい」は35％を超えないものとする。関係者は
すべてこの基準値を遵守する義務を負う。評価者は比較するグループの被評
価者を一覧表（Aufstellung）で業績に見合って順序立てるよう求められる。
この一覧表は部外者には公開されず内部用であり，評価手続き終了後には処
分される。」
　石油・ガス製造７「ボーナスおよび業績給を算定するために業績ランキン
グが行われる。ここでは個々の労働者が他の同僚とのランキング・カテゴリ
ーに分類される。カテゴリーはつぎの４つである。
　上位10％ ― 高度である，
　次の30％ ― 非常によい。多くの少数派である。
　つぎの50～60％ ― よい。多数派をなす。
　それ以外の０～10％ ― 不足している。少数派である。
　このランキング分布は事情により修正されうる。その場合，さらに上位の
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上司が点検する。」
　一部の事業所協定は，このようなランキングに批判的であり，行わないこ
ととされている。企業向けサービス提供企業23「評価結果で遵守されるべき
配分の基準はない。総合評価のような個別評価の累積は行われない。」
　卸売企業36「業績等級を分類するような方法で労働者を等級分けすること，
監視の圧力を引きおこすことは避けられることとする。」
４　評価手続き（S. 68）
　調査された事業所協定等では評価過程の各ステージが多かれ少なかれ詳し
く記述されている。
４・１　当事者の準備
　評価手続きの方法的な構想につき，一部で詳しく記述された規定によれば，
具体的な経過が実際に確定された要領にしたがって行われるようプロセスに
関連した規定がおかれている。
　評価過程は評価者と被評価者の両当事者が集中的に十分に準備をして始め
られるものとされている。対話的協力的構想（dialogisch-kooperativ Konzept）
は，双方が十分に準備することを強く求める。これは必ずしも事業所協定・
勤務所協定だけでなく，パンフレット，プロセス記述書，関係する研修資料
な ど に も 記 述 さ れ て い る。食 料 品 メ ー カ ー 59「資 格 向 上 懇 談
（Qualifizierungsgespräch）（少なくとも年１回）を上司（Führungskraft）
および労働者が双方とも注意深く独立して準備することが不可欠である。懇
談準備のために十分な時間（経験的に１～1.5時間）が提供されるものとす
る。懇談準備のために上司と労働者は資料８に添付されている準備用紙（票）
を使用できる。」
　いくつかの協定は，評価懇談の一定期間内に被評価者には記入済みの評価
用紙および関連資料が渡される旨を定める。企業向けサービス企業23「懇談
日設定とともに労働者には記入済みの評価用紙および懇談マニュアルが渡さ
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れる。」
　このことは指標および所定の方法にしたがって自分で評価することに役立
つ。上司がすでに記入した評価用紙を渡しておくならば，労働者の側で評価
懇談へ向けて調整することが可能である。製造業35「上司による労働者に対
する懇談の約束は遅くとも懇談の１週間前までに行われる。同時に労働者に
は懇談準備のために記入済みの評価用紙の写しが渡される。」
　情報加工・ソフトウェアサービス企業56「評価の準備は労働時間内に行わ
れうる。」
４・２　評価の実施（S. 70）
　評価実施のために協定は広範なプロセス規定をおく。この点について興味
深いのは，評価懇談の前に評価はすでに確定しているか，それとも懇談を通
じて双方によって行われるかである。
イ　過程規定
　評価過程の展開に関する規定は，その内容および詳しさでかなり異なる。
いくつかの例は簡単な記述である。建設業13「評価ののちに懇談が行われ，
懇談では労働者が希望すれば従業員代表委員が同席する。懇談では上司によ
る評価の報告と労働者による自己評価が話し合われ，正当な場合には評価は
訂正される。」
　評価はたとえば３つの段階で行われる。第１に，労働者が職務への具体的
な要求（職務記述書）をもとに評価指標につき自己点検をする。第２に，行
動，業績，コンピテンシー（Kompetenz　専門知識・学識経験に裏付けられ
た能力）（5）などにつき評価する。第３に，総合的な結果を確定する。
　比較的複雑で，複数の評価者が組み込まれて客観化される過程は，公務で，
特に官吏について，よく見られる。一部では，事前懇談または原案懇談
⑸　コンピテンシー（能力）とは，単なる知識や技能だけでなく，技能や態度を含む様々
な心理的・社会的なリソースを活用して，特定の文脈のなかで複雑な要求（課題）に対
応することができる力とされる（OECD＝PISA の能力観のなかで）。
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（Entwurfsgespäch）が行われている。また，指標に照らした評価（体系的
業績評価）ではなく，目標に照らした評価（目標協定＝目標管理）が行われ
る場合には，それに対応した手続きになる。
ロ　前もって確定している評価（S. 71）
　以下の問題は制度の方向性に根底から影響を及ぼす。評価が上司の評価に
よって決められるのが古典的ヒエラルヒー的な構想である。それに対し，あ
たかも共同作業のように，懇談ののちに評価が確定される事例もある。前者
は，とくに公務で支配的である。公務53「評価者の評価結果は確定的である。」
　不動産・住宅企業９「労働者は部門長によって評価される。評価は原則と
して懇談で労働者に説明され，個々の点につき相互に意見交換される。」
　もっともこのような事例でも懇談の結果，評価者が評価を変える場合には
事後に訂正されることが否定されているわけではない。
ハ　対話で評価が決まる
　全体としては確かに評価者自身が決定し，被評価者は決定からは埒外にお
かれる。しかし，「協力的な指導（kooperative Führung）」という考え方か
ら，上司が評価案を示し，労働者が指標ないし目標に照らした本人の自己評
価を用意して，それらを素材に意見交換・懇談することがある。卸売業36「評
価は評価者と被評価者の懇談を通じて行われる。」企業向けサービス企業128
「評価は評価懇談で行われる。評価票は懇談で双方から作成される。」
　総じてこのような方法は一部にとどまる。だが，客観性を高める方法とし
て理解が深まっている。
４・３　上位での評価調整（S. 73）
　これはよく行われている。これにより評価が同じ基準で行われる。だが，
部門を異にする労働者を評価できるのか，常に疑問はだされている。
　問題点として，第１に，２次評価者（Vor-Vorgesetzte）は被評価者につい
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て詳しく知らず，果たして正確な評価ができるか怪しい。第２に，修正した
評価結果を被評価者にフィードバック（Feedback）することができない。こ
れでは評価懇談の意義が著しく低下する。
　調査した協定のなかでもこの調整には様々なヴァリエーションがある。一
方で単純なタイプでは，第２次評価者が内容的に修正するものである。公務
で多い。
　他方で，複雑な調整手続きでは，人事課が間にはいって，上位組織が管轄
外の労働者を評価（Quervergleich）する。
　さらに手の込んだ方法として，評価委員会（Beurteilugnskommission）を
設置する例がある。公務55「評価委員会は議長により召集され，適時に定期
評価を開始する。評価委員会によって統一的な評価尺度の維持が確保される。
　人事担当者（Personalreferat）は得点分布ならびに促進・適用のアドバイ
スが行われる比較グループに対する匿名の概要を作成する。概要を作成する
ために人事担当者には評価者から密封封筒で評価原案が渡される。人事担当
の長は評価委員会の会議に発言権をもって出席する。」
　似た例として，評価会議（Beurteilungskonferenz）が召集される例があ
る。化学企業72「客観性を高度に確保するために，各評価（Bewertung）は
評価会議で調整される。」
４・４　評価懇談・従業員懇談（S. 75）
　1990年以後の評価制度で注目すべき変化は，評価者と被評価者の間の評価
懇談ないし従業員懇談（Mitarbeitergespräch　労働者懇談）が確実に増えて
いることである。そのさいにしばしば対話的な性格が強調される。評価用紙
に該当事項を記入するのではなく，信頼にもとづく懇談が中心にある。こう
した1990年代以降の変化は，労働者の能力開発を重視し，高付加価値の産業
分野でドイツの競争力を強めるというハイロード戦略と関係するかもしれな
い。
　不動産・住宅企業45「上司と労働者の間の対話は最も重要な指導手段であ
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り実りある協力の基礎である。それゆえに評価懇談には特別な意義がある。」
　金融業40「評価懇談は評価制度の中心的な部分である。懇談は評価者と労
働者の間の協力的な対話である。」
　金融業119「評価懇談のために十分な時間が充てられ混乱なく行われるため
に注意が払われる。懇談時間を所定勤務時間内にとれない場合には勤務時間
外に行い，それは４週間以内に代休（Freizeit）によって補償される。評価懇
談の基礎は，以下の点である。
• 労働者に割り当てられている課題，労働者に適用される職務記述書
（Stellenbeschreibung），それに対応する職務・要求プロフィル，
•過去の懇談による特別な申し合わせ，
•知識および能力に関する要求，
•定められた目標との調整ならびに行動および業績に関する将来的な期待。」
　懇談における労働者の立場を強めるためには，労働者の要望があれば懇談
に従業員代表・公務員代表委員の同席を認めることが明記されることが重要
である。公務70「労働者の要望があれば，公務員代表，重度障害者代表なら
びに平等取扱委員（Gleichstellungsbeauftragte　平等取扱世話人）が説明に
参加し，評価を閲覧することができる。」
４・５　措置の誘導（S. 77）
　人事評価は，それ自体が目的ではなく，何らかの人事措置と結びついてい
る。その目的には業績に応じた支払以外の事項も含まれる。以下に，規定に
みられる目的や措置を紹介する。
イ　人材育成
　労働者側からみて，能力開発や人材育成のための措置が誘導されることは
特別に重要である。調査した協定等には，それに関して記述されている。こ
こで労働者が自分の弱点や欠陥を認識し，それを克服するための研修計画を
組むこと，自分の長所をさらに伸ばす計画を組むことはキャリア展開にとっ
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て重要である。いくつかの規定はそれを上司の義務として定める。特に銀行
業で重視されている。これは上位ポストの欠員補充に応募する上位資格を増
やすことになる。
　通信サービス27「評価者は，必要とあれば担当する部署と相談のうえで，
人材育成のための具体的な措置を評価のなかで示さなければならない。」
　別の例では，措置を講じることは双方の義務であるとされている。労働者
の育成計画は積極的に組み込まれている。情報加工・ソフトウェア開発30「上
司と労働者は共同して労働者の育成計画を定める。労働者はいかなるキャリ
ア目標をめざしたいかを明確にしなければならない。労働者の業績と彼のキ
ャリア目標に応じて，それを達成すべき道が示されるものとする。」ここでは
労働者は自分のキャリア計画をもつことが強く求められている。従業員代表
は事業所協定のなかでそれを明示して，労働者を後押ししている。従業員代
表に関する事業所組織法の2001年改正はそれを促進している（藤内2009・154
頁）。
　人事指導のためには評価で明らかになった弱点を克服することも重要であ
る。公務67「評価から弱点が明らかになった労働者は，現在の財政法上で可
能な範囲内で，対応する研修・資格向上企画への参加を優先的に考慮される。」
　食料品メーカー59「次期の評価期間内に，一方で労働者側は関係する合意
（協定）を履行することが課題であり，他方で上司の課題は労働者による合
意履行を補佐し対応する行動を支えることである。」
ロ　それ以外の措置の誘導
　通信サービス25「確定された能力および資格にもとづいて総合結果で評価
をさらに活用する提案が行われる。評価は人員募集にあたって適性予想のた
めにも使用される。」
　公務107「評価は，欠員補充手続きの範囲内で選考懇談に招かれる可能性を
開く。」すなわち，昇進の可能性を拡げる。
　公務121「労働者内の比較は，客観的な選考の目標設定に対応して人事的措
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置（採用，昇進，上位ポストへの配置換え）の準備のために役立てられる。」
　いくつかの制度では当事者間の目標協定がベースになっている。情報加
工・ソフトウェア開発30「上司と労働者は共同して「将来の目標」を決める。
そのさいに目標のみならず，それにもとづいて次期の目標設定の範囲内で目
標達成度が審査されるような指標も確定される。目標設定にあたっては，評
価者がその目標をどのように重視しているか，業績指標との関連で評価者が
それをどのように評価するかが明確になるようにする。」
　食料品メーカー59「上司は，場合によっては本人と合意して，労働者の作
業状況改善のための措置を誘導しなければならない。」
ハ　評価者にとって不利な結果の取扱い（制裁）（S. 80）
　組合側や従業員代表側からは，評価により労働者に不利な処遇が行われる
のではないかという懸念が表明される。「労働者に不利な評価により不本意な
配置転換や，場合によっては水準の低さを理由に解雇されるのではないか。」
このような懸念や議論は一貫してある。そこで，制裁には利用されないとい
う取扱が明記されることがある。建設業13「評価は制裁のための手段ではな
い。職業上の欠点は職業訓練・資格向上訓練の措置によって補われうる。評
価資料は部内でのみ利用される。経営上の理由による解雇は法的に許容され
た方法でのみ行われる。」
　なかには，評価が低い労働者にとっては脅しとも受け取られるような定め
の例もある。食料品メーカー59「この評価は，業績観点で妥当な職務ではな
い労働者にも行われる。そのような労働者には，適切な職位（Position）が探
されるか，またはあらゆる状況を考慮して離職することも検討される。」
４・６　署　名（S. 81）
　評価用紙は通常，少なくとも双方から署名される。しばしばさらに第２次
評価者が署名する場合もある。問題は署名の意味である。それは労働者が上
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司による評価結果を閲覧したという意味か，説明を受けた意味か，懇談した
という意味か，さらには内容に同意するという意味か，異なりうる。署名の
意味は用紙には記載されているが，規定にも明記されていれば明確である。
　情報処理・ソフトウェア開発30「いかなる場合も懇談の後に，評価全体が
報告用紙に印を付けられ，書式は上司および労働者から署名される。」
　卸売業36「評価用紙は閲覧（Kenntnisnahme）したことの証拠として，被
評価者，評価者およびつぎに上位の評価者から署名される。」
　公務129「署名によって評価の内容的な承認が記録されるわけではない。」
　製紙業35「評価は評価用紙での署名によって懇談の実施および関係書類の
写しの交付が確認される。」
　より問題なのは，評価を経て，それに同意するか，そうでなければ苦情申
立（紛争解決制度としてたいていの評価制度で含まれている）するかの二者
択一を迫る規定である。不動産・住宅会社９「労働者は評価に同意する旨を
署名する。そうでない場合には，書面で異議を表明することができる。」
　企業向けサービス提供企業69「労働者と上司から「年間達成概要」が確定
的に署名される。署名によって労働者は評価への同意または不同意を表明す
る。」
　たとえ署名が閲覧の意味で扱われる場合でも，労働者に態度表明が明確に
求められることがある。情報加工・ソフトウェア開発118「被評価者は署名に
よって，評価を閲覧したことを伝える。彼が評価の個々の点に同意できなけ
れば，その旨を書面で意思表示しなければならない。」
　これらの規定はある意味では抑圧契約（Knebelungsvertrag）に似ている。
二者択一を求められるとき，著者のブライジッヒは，労働者に上司の評価に
簡単には異議を申し立てるべきではないと主張する。その理由は，不服を唱
え異議申立することは労働者にとって手間がかかり骨折りなことだからとい
う。上司とのヒエラルヒー的序列のもとでは労働者にリスクが大きいという。
ドイツではこのような場合，たいていの労働者は異議を表明しないという。
いずこも同じである。
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５　紛争処理手続（S. 99）
　調査した協定等で内容は多様である。以下，労働者の苦情処理，意見表明
およびほかの権利につき述べる。
イ　さまざまな見方および紛争の取扱い方
　規定で最も重視されているのは，評価の客観性および客観化である。当事
者はそれを確保すべく措置を講じている。それでも，業績や行動が偏見のな
い評価によって測定するように把握されると考えることは幻想である。それ
は規定でほぼ例外なく上司と労働者の評価をめぐる対立が生じた場合の取扱
いを定めていることからも想像できる。
　情報加工・ソフトウェア開発56「労働者と上司の間で評価手続きのなかで
表明されるかもしれない見方・評価の違いは，無理に解消されるべきではな
い。」
　たとえ当事者間で評価の一致をみなくても，基本的事項に関する有効な決
定が行われる場合には労働者に異議がある旨を明記しておくことは意味があ
る。
　紛争の取扱いに関する規定内容は多様である。うちで大きな流れの一つは，
労働者が自分の意見を表明し記録させる方法である。公務10「労働者が評価
報告に同意できない場合には，彼は所定の手続きにもとづいて人事課に異論
（Gegendarstellung）を表明する権利を有する。労働者が上司の評価に根拠
をもって異論を有する場合には，労働者の異論は，労働者，上司および人事
課の間の議論の対象として取りあげられる可能性がある。異論は異議を有す
る評価とともに人事記録に記載される。」なお，異議があっても，それは通
常，評価結果に影響を及ぼさない。
　紛争の別の取扱い方は，いわゆる審級序列（Instanzenzuges）で，企業内
で第三者による上級の審査機関に持ち込む手続きである。そこで苦情処理委
員会などの機関が双方の意見を聞いて再度検討するものである。これによっ
て明白なミスは是正される。この場合に，従業員代表・公務員代表委員が同
席するか，少なくとも労働者が希望する場合には同席するという取扱いが多
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い。化学産業16「労働者が評価結果を人事記録に残すことに異論がある場合
には，さらに上位の上司に，本人の希望があればさらに人事部担当者および
従業員代表委員に話し合いを求めることができる。この懇談の結果は人事記
録に記載される。明白なミス評価は訂正される。」
　食料品メーカー59「合意が成立しない場合には，上司と労働者はより上位
の上司，人事部ならびに管轄する従業員代表を呼び出すことが可能である。
それから２週間以内に，労働者を含めて関係者の間で話し合いがもたれるも
のとする。話し合いの目的は紛争を共同で解決することである。」
　この方法に訴えることは，評価の話し合いで直ちに決定が行われることを
意味するわけではない。評価者には通常一定の期間的余裕が与えられる。建
設業13「労働者は評価を受け取ってから４週間以内に，評価に対する異議を，
上司，人事部，または従業員代表に根拠を示して表明することができる。」
　紛争時に事業所当事者が労使対等に構成する委員会を設置することがあ
る。これは最後の手段である。ただし，事業所組織法にもとづく苦情申立権
は個人レベルの権利であり，それとは関係なく，労働者にはそれは依然とし
てある。ゴム・プラスチックメーカー12「苦情申立権（Beschwerderecht）
は事業所組織法にもとづくものであり，この規定とは関わりない。」通信会社
25「事業所組織法84条，85条にもとづき，労働者は評価に異議を表明する権
利を有する。」
　さらに規定は，労働者の最後の手段として法的救済を求める権利を定める。
通信産業27「労働者はそれぞれの異議表明手続きの結果およびその後の評価
を書面で通知される。その後，労働者には法的に訴える途（Rechtsweg）が
残されている。」
ロ　従業員代表などの同席（S. 103）
　「労働者は業績の評価，事業所内におけるキャリア展開の可能性の説明を
求めることができる。そのさいに従業員代表委員の同席を求めることができ
る。」（事業所組織法82条２項）
68
ドイツの人事評価―労使協定等の分析を通じて―
五六一
1255
　この定めを受けて協定にその旨を確認的に定めることがある。評価が労働
者にとって威圧的な意味をもちうることは否定できない。そこで労働者の地
位を強めることが威圧的な機能を弱めることになる。懇談が対話的な雰囲気
で行われれば労働者の不安も弱まる。不動産・住宅会社43「労働者は従業員
代表委員の同席を希望する時期，人物を伝える。」さらには，同席希望を従業
員代表委員以外でも，「信頼できる人物に同席してもらう権利を有する」（公
務53）とする事例もある。
　評価者が自分に対して偏見をもっている（befangen）のではないかと疑う
場合には，労働者は理由を添えて，上司ではなくほかの人物による評価を希
望することを認める例もある（公務111）。この場合には，労働者からの申し
出を受けて人事部および公務員代表が相談して，申請理由に根拠があるかど
うかを検討して採否を決める。
　最後に，規定は評価による不利益取扱の禁止を定める。企業向けサービス
提供企業23「評価は人事指導・人材育成および動機付けの目的で行われる。
それは資格向上に資するとしても，懲戒処分に利用されてはならない。それ
ゆえに不本意な配置転換など直接に不利な結末になることは許されない。」情
報加工・ソフトウェア開発56「評価は解雇，警告，または人事上の個別措置
の根拠付けに用いることは許されない。」
むすびに
　以上，本稿ではブライジッヒの事業所協定等の分析を紹介した。そこから
定のルールが定められていることがわかる。これらは事業所協定の規定で
あるから，従業員代表または公務員代表の同意を経て作成されたものである。
その意味では労働者側の意見が反映されたものであり，日本の就業規則のよ
うに使用者側が単独で作成したものとは内容的に異なる。同時に，事業所レ
ベルでは，使用者と従業員代表・公務員代表が独自に定めることからバラエ
ティもあることがわかる。
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　本稿は，ドイツにおける人事評価の特色を明らかにする研究の一過程であ
る。今後，人事評価のさまざまな側面を引き続いて明らかにする作業に取り
組むこととする。
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